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要旨 

 

 現在多くの研究機関が，先進国を中心に，低炭素型都市づくりを実現

するため，さまざまな都市毎にケーススタディを実施しているが，個々

の都市の状況に応じた対策が提示されているだけで，他の都市への適用

可能性等についてはあまり言及されていない．今後地球温暖化対策は，

先進国のみならず，急速な経済発展を続ける途上国（特にアジア）にお

いてますます重要となる．しかし途上国の各都市では，地球温暖化対策

にかかる取組を実施したいが，何をやればよいかわからない，というの

が実情である．このため地球温暖化対策について，世界の諸都市におい

て汎用的適用性のある知識体系を構築し，地域の実情に応じた対策手法

を円滑に提示できる理論構築が必要である． 

 特に，地域特性を考慮した都市部における低炭素社会構築による削減

方策の有効性について検討を行う必要がある．個々の都市は異なる地形，

気象・気候条件下にあり，ある都市で有効な対策が他都市にそのまま有

効かどうかは自明ではない．このため，個別のケーススタディがどれだ

けの一般性，普遍性を持つか，他都市にどこまで適用可能かが問われる．

そこで，都市の低炭素型化を実現するにあたり，マクロ的な視点から，

各都市に対して効果的な施策を提示する手法に加え，都市の気象条件，

社会条件等を踏まえ，街区レベルでさまざまな効果を定量的に評価し，

これによってより効果的な対策を提示する，といったミクロ的な視点か

らの取組も重要となる． 

 以上の課題に取り組むべく，本研究は以下のような 4 部構成となって

いる． 

 （1）住宅建築におけるエネルギー消費を定義し，その構造と影響要素



 

 

 

を分析した．そこでは特に，太陽放射と外皮構造の建築エネルギー消費

への影響に注目した．また，建築エネルギー消費の物理的構造を論じ，

本研究で用いる数学モデルの構築を行った．さらに，当該建築エネルギ

ー消費プログラムについて，伝統的な計算手法との結果の対比を行い，

当該モデルプログラムの信頼性を検証した．そのほか，エネルギー消費

に影響する要素の感度分析を行った． 

 （2）中国について，年較差の大きな華中地域の都市（上海など）の事

例（非単身世帯：全電化を仮定）を対象に，米国エネルギー省（US DOE）

により開発されたビルエネルギー（電力）計算ツールである eQUEST を用

いた屋内電力消費量の数値シミュレーションを行った．ここでは住宅街

区の形態パラメータとして，W/H（建築高さに対する棟間距離の比：つま

りアスペクト比の逆数）を用い，エネルギー消費の視点からみた住宅街

区形態の最適解提示を試みた．上海では，最適な W/H が 1.5 となり,この

値では年間 1.2%のエネルギーを節約できる．また，住宅南面の樹木と壁

面との距離についても同様の解析を行った．その結果，棟間距離と建築

高さとの関係に最適解が存在しうることが明らかとなった．また，W/H

の効き方は建築の向きで変化するため，街区形状に応じた優先対策を考

える必要性が示唆された．ほかの方位にくらべ，南向きは上海の典型的

な住宅建築にとって最もエネルギー効率が高い方位である．ただし，住

宅建築に対する日射遮蔽効果はほかの方位ほど著しくはない． 

 （3）中国の暑夏寒冬気候帯における 5 大都市（上海，武漢，長沙，成

都，重慶）を対象（非単身世帯：全電化を仮定）として，近接住棟によ

る空調用電力消費量への日影効果について数値シミュレーションを行っ

た結果，以下の知見が導き出された．①対象地域においては，日影効果

による冷房用電力消費量削減率が 10 ～ 20％程度，暖房用電力消費量増

加率が 0 ～ 20％程度に達し，対象地域における近接住棟による日影効

果としては，冬期の暖房需要に対する増加効果よりも夏期の冷房需要に

対する削減効果が優っている．②上海，武漢ではこれら 2 つの効果が相

殺しているが，長沙，成都，重慶では冬期の暖房需要に対する増加効果

はほぼみられない．③内陸側の 3 都市（長沙，成都，重慶）では，近接



 

 

 

住棟による日影効果を最大限生かすようなデザイン（推奨最小棟間距離

による住宅街区設計）を推進すればよい．④上海，武漢では棟間距離を

広めにデザインすると同時に，住棟に隣接して落葉樹の高木を植栽し，

緑陰による日影効果を引き出すなどの考え方が有効である．⑤上海以外

では，推奨最小棟間距離より広い場合に削減率が単調減少となるため，

推奨最小棟間距離でデザインされた住宅街区において，最も高い削減率

が期待できる．⑥長沙では，現状の推奨最小棟間距離が電力消費量削減

の視点からも好ましい数値である．また，解析対象地域を南北（ハルピ

ン，北京，上海，福州，海口）に展開したところ，対象地域における気

候の多様性が確保されたため，気候値の差異が計算結果にもたらす影響

が明らかとなった．暑夏寒冬気候帯の都市の事例にくらべ，厳寒気候帯

と寒冷気候帯においては，街区レイアウトのパラメータ W/H の建築エネ

ルギー消費シミュレーションにおける感度が大きい． 

 （4）中国の都市における住宅エネルギーの節約ポテンシャルを明らか

にすべく，モデルによる計算結果をもとに現実的な省エネ方策を提示す

るため，上海市・武漢市それぞれ 10 の住宅団地における毎月の電力使用

量について現地調査を行った．調査結果にもとづき，本研究で構築した

モデルの信頼性を実証した． 



 

 

 

目次 

 

第 1 章 序論 .................................................... 1 

1.1 研究の背景および意義 ................................... 2 

1.1.1 エネルギー消費と低炭素型都市 ..................... 2 

1.1.2 建築におけるエネルギ一消費 ....................... 6 

1.2 研究の現状 ............................................. 8 

1.2.1 建築における省エネルギー設計 ..................... 8 

1.2.2 都市・街区設計と建築のエネルギー ................ 12 

1.2.3 街区設計、遮蔽効果における建築のエネルギー挙動分析14 

1.3 本研究の問題提起 ...................................... 16 

1.4 本研究の主な内容 ...................................... 17 

1.5 本稿の組み立て ........................................ 18 

引用文献 .................................................. 19 

第 2 章 建築におけるエネルギー消費原理およびその分析方法 ....... 28 

2.1 建築のエネルギー消費 .................................. 29 

2.1.1 建築エネルギー消費の定義 ........................ 29 

2.1.2 建築エネルギー消費の要因 ........................ 30 

2.1.3 単棟建築におけるエネルギー消費モデルの確立 ...... 30 

2.2 建築設計のエネルギー消費への影響 ...................... 34 

2.2.1 建築エネルギー消費モデルにおける太陽放射の表現 .. 34 

2.2.2 周辺物体の建築に対する日射遮蔽 .................. 36 

2.2.3 建築設計におけるエネルギー消費のモデリング ...... 36 

2.3 建築エネルギー消費の分析方法 .......................... 39 

2.4 本章のまとめ .......................................... 45 

引用文献 .................................................. 45 

第 3 章 近接住棟および樹木による日影が住宅のエネルギー消費に与え



 

 

 

る影響.. ...................................................... 47 

3.1 はじめに .............................................. 48 

3.2 本章の概要 ............................................ 50 

3.3 研究方法 .............................................. 50 

3.3.1 上海における住宅建築および住宅団地の現状 ........ 51 

3.3.2 シミュレーション用データ ........................ 52 

3.4 シミュレーション分析の結果 ............................ 57 

3.4.1 単棟住宅における屋内電力消費量の数値シミュレーショ

ン .................................................... 57 

3.4.2 街区形状と電力消費量の関係 ...................... 57 

3.5 本章のまとめ .......................................... 62 

引用文献 .................................................. 63 

第 4 章 近接住棟による日影が住宅の空調需要に与える影響の地域間比

較............................................................65 

4.1 はじめに .............................................. 66 

4.2 本章の概要 ............................................ 70 

4.3 研究方法 .............................................. 70 

4.3.1 シミュレーションソフトウェア .................... 71 

4.3.2 シミュレーション用データ ........................ 71 

4.4 シミュレーション分析の結果 ............................ 73 

4.4.1 暑夏寒冬気候帯 5 大都市の典型住宅街区における空調用

電力消費量の数値シミュレーション ...................... 73 

4.4.2 暑夏寒冬気候帯 5 大都市の典型住宅街区における南北棟

間距離と空調用電力消費量の関係 ........................ 80 

4.4.3 南北軸に沿った比較 .............................. 82 

4.5 感度分析 .............................................. 88 

4.6 本章のまとめ .......................................... 89 

引用文献 .................................................. 91 

第 5 章 上海と武漢における住宅空調エネルギー消費実態調査による検

証 ...........................................................94 



 

 

 

5.1 本章の概要 ............................................ 95 

5.2 研究方法 .............................................. 95 

5.2.1 住民の電力使用量および空調電力使用量の統計 ...... 95 

5.2.2 住宅街区設計が空調エネルギー消費に与える影響 .... 96 

5.2.3 居住者行動の空調エネルギー消費への影響 .......... 97 

5.3 統計分析の結果 ........................................ 97 

5.3.1 住民の電力使用総量と空調電力使用量 .............. 97 

5.3.2 住宅街区設計と空調エネルギー消費との関係 ....... 100 

5.3.3 居住者行動の空調エネルギー消費への影響 ......... 102 

5.4 本章のまとめ ......................................... 106 

引用文献 ................................................. 107 

第 6 章 結論 .................................................. 108 

6.1 結論 ................................................. 109 

6.2 今後の課題 ........................................... 111 

審査付き論文 ................................................. 112 

謝辞 ......................................................... 113 



 

 

 



 

1 

 

第1章 序論 



 

2 

 

1.1 研究の背景および意義 

1.1.1 エネルギー消費と低炭素型都市 

 産業革命以来，化石燃料の利用 [1]の大幅な増加（図 1.1）が原因で，

地球大気中の二酸化炭素濃度が大幅に増加し，280ppm から 400ppm にま

で上昇した [1]．図 1.2 の通り，現在地球の二酸化酸素排出量は，20 世紀

90 年代初頭より 3 分の 1 程度増加した [2]．その上，近年二酸化炭素排出

量の増加速度は以前よりも大きくなっている [3]．それに伴い，二酸化炭

素が原因の温室効果も年々増大し，地球の環境と気候に悪影響をもたら

している．例えば地球温暖化，海面上昇，豪雨と豪雪の極端な増加，北

極圏の海氷融解などである [4]． 

 

図 1.1 世界における年間エネルギー消費の変化傾向 [1] 

 日々深刻となる環境変化に対応するため，二酸化炭素の排出量を下げ

るべく各国政府は多くの対策を講じてきた[5]．特にイギリス政府は、2003

年のエネルギー白書において、エネルギ一消費削減を中心とした「低炭

素型経済」という将来コンセプトを提示し，各国からの支持を得た．多
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くの国では「低炭素型経済」の構想にもとづき，関連の発展計画を立て

ている．そして，エネルギ一や交通，産業構造などの面において詳細な

対策を講じてきた．これらの発展計画と対策において，いかに都市のエ

ネルギ一消費をコントロ一ルし，二酸化炭素の排出量を減らすのかが注

目されている． 

 

 

図1.2 全世界における二酸化炭素の排出量（1850年～2010年）[6] 

 世界各国における都市化の進展に伴い，現在世界の半分以上の人口が

都市に住んでいる．さらに，2030年には世界の約60%の人口は都市に住む

と予測されている．そのうち，中国の人口の60%（現在都市人口は46%），

インドの人口の41%（現在都市人口は30%）と米国の人口の87%（現在都市

人口は82%）は都市に住むようになる [7]（図1.3）．現代の都市生活はエネ

ルギ一に強く依存している．交通，エネルギ一，建築，給水，電信およ

び工業生産など，都市生活に奉仕する各都市施設は大量の二酸化炭素を

排出する [8]．これらの二酸化炭素排出量が排出総量に占める比率も年々

増加している．統計によれば，現在上述国の都市人口がエネルギ一消費

で排出する二酸化炭素排出量は，エネルギ一消費による二酸化炭素排出

総量の46％を占める [9]．従って，有効的に都市のエネルギ一消費を減ら

し，二酸化炭素排出量を減らすために，「低炭素型経済」というコンセプ

トが提出された．「低炭素型経済」の主旨は，都市におけるエネルギ一消

費削減を通じて人為的な二酸化炭素排出量を減らすことである．環境と

気候が激しく変化する現状において，地球温暖化対策の重要な柱の一つ
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として，人口およびさまざまな産業が集積する都市の低炭素型化の推進

は喫緊の課題である． 

 

 

図1.3 中国，インド，米国における都市農村人口比率の現状と予測 

現在先進国を中心に，低炭素型都市づくりを実現するため，さまざま

な都市ごとにケーススタディが実施されているが，個々の都市の状況に

応じた対策が提示されているだけで，これを共有し，途上国を含む他都

市に適用するといった段階には至っていない．このため，個別性と汎用

性を兼備し，途上国での都市整備に役立つ知識・技術体系の構築が必要

である．人口およびさまざまな産業が集積する都市の低炭素型化の推進

は，地球温暖化対策の重要な柱の一つであり，喫緊の課題である．この

課題を克服するためには，低炭素型都市づくりに資する都市マスタープ

ランの作成およびその実践等，自治体レベルの取組が不可欠である． 

 日本を例とした場合，地球温暖化防止行動計画，環境モデル都市など

に代表されるように，現状において多くの自治体，都市が対策に取り組

んでいる．しかし，自治体レベルでとりまとめられたこうした対策は，

一般的に高い二酸化炭素排出削減目標値を示しているものの，その削減

ロードマップに示される数値等に明確な根拠がなく，実現可能性にかか

る検討も不十分なままである．たとえば現在，削減ロードマップと呼ば
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れているものにおいては，建築部門に限ってみても，高効率のエネルギ

ー消費機器や断熱性の高い建築材料の導入などが中心的なメニューとな

っており，都市や街区のデザインを通じて削減を図るというメニューは

位置づけられていない． 

 また，現在多くの研究機関が，先進国を中心に，低炭素型都市づくり

を実現するため，さまざまな都市ごとにケーススタディを実施している

が，個々の都市の状況に応じた対策が提示されているだけで，他の都市

への適用可能性等についてはあまり言及されていない．今後地球温暖化

対策は，先進国のみならず，急速な経済発展を続ける途上国（特にアジ

ア）においてますます重要となる．しかし途上国の各都市では，地球温

暖化対策にかかる取組を実施したいが，何をやればよいかわからない，

というのが実情である．このため地球温暖化対策について，世界の諸都

市において汎用的適用性のある知識体系を構築し，地域の実情に応じた

対策手法を円滑に提示できる理論構築が必要である． 

 さらに，地域特性を考慮した都市部における低炭素社会構築による削

減方策の有効性について検討を行う必要がある．個々の都市は異なる地

形，気象・気候条件下にあり，ある都市で有効な対策が他都市にそのま

ま有効かどうかは自明ではない．このため，個別のケーススタディがど

れだけの一般性，普遍性を持つか，他都市にどこまで適用可能かが問わ

れる．そこで，都市の低炭素型化を実現するにあたり，マクロ的な視点

から，各都市に対して効果的な施策を提示する手法に加え，都市の気象

条件，社会条件等を踏まえ，街区レベルでさまざまな効果を定量的に評

価し，これによってより効果的な対策を提示する，といったミクロ的な

視点からの取組も重要となる． 

 低炭素型都市づくりを実現するため，エネルギ一消費削減を中心とす

るグリーン建築の導入，新エネルギ一の利用，クリーンな生産技術の導

入，低炭素型の消費などを含むさまざまな対策を講ずるべきである．建

築のエネルギ一消費が都市エネルギ一消費総量における大きな比率を占

めていることを考えれば，都市の建築エネルギ一消費を減らすことは低

炭素型都市の実現にとって極めて重要であるといえる． 
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1.1.2 建築におけるエネルギ一消費 

 経済発展が最も早い国のひとつとして，中国のエネルギ一消費は 20

世紀 80 年代の「改革開放」以来，速いスピ一ドで増加しつつある．2001

年から 2010 年までの 10 年間，中国のエネルギ一消費総量は 1504 Mtce

（million tons of standard coal）から 3249 Mtce（million tons of 

standard coal）にまで増加した[10]．すなわち，年平均約 8%で増加して

きた．2009 年までに中国は，米国にかわり世界最大のエネルギ一消費国，

二酸化炭素排出国となった [11]．したがって，中国で有効なエネルギ一消

費削減対策と二酸化炭素排出削減対策を実施し，低炭素型都市づくりを

推進することは，地球温暖化および地球環境悪化の回避にとって重要で

ある． 

 低炭素型都市づくりの過程では，建築のエネルギ一消費削減は都市全

体のエネルギ一消費削減にとって重要な意義を持っている．現在世界の

建築エネルギ一消費は総エネルギー消費量の 40%を占めている．また，

排出される温室効果ガスは排出総量の 3 分の 1 を占めている（図 1.4）

[12]．中国は相対的に低い生活レベルにあるため，建築エネルギ一消費の

総エネルギー消費量に占める割合は，前述の国際レベルにまで達しては

いない．しかし，都市化の進行と人々の生活レベル向上に伴い，中国に

おけるエネルギ一消費の増加速度は徐々に増大してきている．今世紀に

入り，中国のエネルギー消費は倍増したといわれている．中国の統計に

よれば，中国のエネルギ一消費総量における建築エネルギー消費の割合

は，1978 年の 10%から 2000 年の 27.6%に上昇していた（図 1.5）[10]．同

時に，建築エネルギー消費の増加率は各部門における総エネルギー消費

の増加率を上回っている．Wang の予測によると，2020 年にはこの比率が

35%にまで増加する[13]．Lombard などの予測によれば，この数値は 40%に

まで到達する[14]． 
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                    (a)                            (b) 

世界の総エネルギー消費量    世界の温室効果ガス排出総量 

図 1.4 世界の総エネルギー消費量と温室効果ガス排出総量 

  

図 1.5 中国のエネルギー消費総量における建築エネルギー消費の割合 

(TEC-中国のエネルギ一消費総量;BEC-中国の建築エネルギー消

費;BEC/TEC-中国のエネルギ一消費総量における建築エネルギー消費の

割合) 

 中国の建築エネルギ一消費量の大幅な上昇は，建築面積の大幅増加お

よび室内の快適性を求める人々の行動による部分が大きい（図 1.6）．た

とえば，中国のさまざまな気候帯における冬の暖房需要と夏の冷房需要

はさまざまである [15]．現在，中国のエネルギー消費に占める住宅エネル

ギーの割合は約 10％となっている [16]．中国の気候帯は多様であり，建築

におけるエネルギー消費は各地の気候特性を反映して多様なものである
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と考えられる[17]． 

 

図 1.6 中国における建築完成面積と住民が所有する空調台数の変化 

 建築においては，冬の暖房と夏の冷房の需要が大きい．その上，建築

構造上の保温対策が不十分であるため，建築における夏と冬の空調エネ

ルギ一消費量が非常に大きい [18]．以上の状況を踏まえ，中国における住
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投入することにより，建築の寿命を延ばすことができる [19]．これも中国

における住宅建築のエネルギ一消費量を減らす有効な手段である [20]． 
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おける外皮構造の熱特性（外窓を含まず），居住建築における外窓の省エ

ネルギー設計，居住建築における省エネルギー性の測定・評価，建築の

省エネルギー設計などを中心としている． 

 空調のエネルギ一消費は建築における日常的なエネルギ一消費に大き

な比重を占めているため，外皮構造の熱特性研究がおのずと各国におけ

る建築省エネルギーの重点課題となっている．デンマ一クは 1977 年と

1982 年に，規範で規定する建築各部位の熱損失係数を改訂し，特に 1982

年においては，規範において建築各部位の材料と部品に関する詳細な規

制を行った [32]．1992 年に Barozzi は，屋根面における太陽熱の受動冷却

効果について，二次元モデルによる数値シミュレーションを行ったほか，

1:12 のスケールモデルを用いた実験検証も行った [33]．同年 Kossecka ら

は，部屋の構造と熱特性との関係を示した．そこでは主に，中重型壁構

造のエネルギー消費への影響に注目し，異なる複合壁を用いた場合のエ

ネルギ一消費への影響を分析した[34]．2000 年に Bouchlaghem は，外皮構

造の設計を通じた屋内熱環境の改善による省エネルギー性と快適性の両

立を提案した．それは，省エネルギー性と快適性が最も調和する設計基

準を提示するものであった [35]．2006 年に Collet らは，伝統的な土壁が

高い断熱特性を持ち，現代の建築にも用いられるべきであると述べてい

る[36]．同年 Lollini はイタリアの新築住居を対象に，冬期の熱負荷条件

における外皮構造各部の伝熱係数を研究し，様々な厚さの材料における

経済性を議論した [37]．2008 年に Utama and Gheewala は，インドネシア

における居住建築を対象に，外皮構造各部の材料と空調エネルギー消費

との関係を分析した [38]． 

 居住建築における窓面の省エネルギー設計でも，すでに大きな進展が

みられる．1982 年に Rubin は，ガラスにおける熱と光の挙動モデルをベ

ースに，各種の計算プログラムを開発した．それらは DOE-2 のほか，

EnergyPlus（建築エネルギー消費計算プログラム），Window（外窓の熱特

性計算プログラム），Optic（窓ガラスにおける光の挙動を計算するプロ

グラム）などである．また，ガラスの光学性能データベースである

NFRC_300 も作られた [39,40]．2001 年に Baird は，通常ガラスにおける伝
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熱と太陽光の挙動を計算しているが，複膜単層ガラスにおける理論計算

は，いまだ十分な成果が得られていない [41]．ローレンス・バークレイ国

立研究所の Klems ら（2001）は，内側と外側の二重日射遮蔽における太

陽放射熱係数（SHGC）の計算公式を論証し，複雑な日射遮蔽システムに

おける双方光学性能のテストを行った [42]．Wright らも 1997 年に，日射

遮蔽システムにおける太陽放射熱係数の理論計算公式を論証している

[43]．2007 年に Bokel は，日差し側の外窓を対象に，位置，サイズ，形状

と通年の建築エネルギー消費との関数関係を提示した[44]． 

 1976 年に英国は，建築エネルギ一消費の調査を開始したが，米国でも

国家標準局によるエネルギ一消費の調査が始まっており，既存建築に対

する省エネルギー改装が行われている [45-47]．ギリシャでは 5 年の間，ホ

テル，オフィスビル，商業建築，学校，リハビリーセンターなど，1200

棟の建築を対象に，省エネルギー試験と省エネルギーポテンシャルに関

する研究が行われた [48]．インドでは，首都ニュ一デリ一における 5～10

階の建築 50 棟を対象に，エネルギ一消費調査とその改善対策が行われた

[49]．米国では建築エネルギー消費がデータベース化され，簡便な方法で

デ一タがわかりやすく提示されている [50]．カナダと米国の DOE（エネル

ギー省）は提携し，住宅建築エネルギー消費の科学的な数値シミュレー

ションを行うため，設備利用とデータベース更新に関するプログラムを

開発した．居住建築の省エネルギーについては，1993 年に英国の建築研

究部と環境食品農村事業部が，住宅エネルギー消費に関する標準評価プ

ログラムを作成した．このプログラムは，住宅における熱供給，照明，

風通し，給湯の各種エネルギー消費計算手法に関するものである [51]．こ

れらは 1998 年と 2001 年に改訂され，最新版は「標準評価プログラム 2005」

となっている．米国環境保護局（US EPA）と資源局が共同立案した計画

の趣旨は，住宅建築における省エネルギーを推進することである [52,53]．

2004 年の国際住宅規範では住宅の性能評価方式が 2 種類提示され，3 階

建ておよび 3 階建て以下の住宅における最少の建築エネルギー消費基準

が示された [54]． 

 居住建築の形状と省エネルギーについて，1989 年に Faist らは様々な
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建築テーマを対象とした統一的な設計システムを提示した．そこでは，

省エネルギーに関する構造設計，電気設備とコストの見積もりについて

のデータ入力が行われる[55]．2011 年に Jedrzejuk らは，個人住宅とアパ

ートの省エネルギー性能を上げるべく，建築の外皮構造，平面形状およ

び断熱システムの最適化や数学的分析により，様々な省エネルギー設計

の比較を通じ，建築平面の各寸法と省エネルギー性能の関係式を提示し

た[56]．2002 年に Florides らは TRNSYS を用い，典型的な建築における風

通し，日射遮蔽，窓の形状や方角などについて総合なシミュレーション

を実施し，建築における断熱性の重要性を強調した [57]．とりわけ建築の

方角については省エネルギーの観点から，長方体の建築は南北向きが最

も合理的であると指摘している．2006 年に Wang らは GA（genetic 

algorithm）を用い，グリーン建築設計を対象に，建築の平面形状と性能

との関係を提示した．そこではモデルによる数値シミュレーションを通

じ，建築平面の大きな可変性により，建築性能への影響もさまざまなも

のとなることが検証された [58]．2010 年に Eddine は分散分析を用い，オ

フィスビルの設計階段における各変量の建築省エネルギーへの貢献を明

らかにし，建築省エネルギー設計について実務者への指導を行った [59]．

そこではイタリアにおける典型的な 5 つの建築を例として，省エネルギ

ーにおける 6 つの要素（形態の係数，表面積の係数，太陽放射の係数，

日射遮蔽の係数，建築の方角，建築内部の有効熱容量）を抽出した．こ

れらの要素は，暖房や空調への影響が著しく異なっていることが示され

た．暖房に最も影響するのは形態の係数であり，その割合は 0.54～0.69

である．空調エネルギー消費に最も影響するのは表面積の係数であり，

その割合は 0．8 以上である．最も影響力が小さいのは日射遮蔽の係数で

あり，その割合はわずか 0.07 である． 

建築のデザインや建築材料の改善により，建築エネルギー消費を削減

することは可能であるが，費用・技術・投入エネルギーのいずれもが高

いという欠点があるため，発展途上国での推進には一定の困難が存在す

る． 
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1.2.2 都市・街区設計と建築のエネルギー 

 都市・街区の設計において建築のエネルギー挙動を分析することは，

低炭素型都市の建設にあたり，合理的な建築配置計画やエネルギー消費

削減にとっての重要な基礎理論となっている．既存研究は，都市気候学

や都市形態学を中心に進められた． 

 都市気候学にもとづく建築エネルギー挙動分析においては，エネルギ

ー収支方程式をたて，太陽放射や表面温度などがエネルギーの挙動に対

してどのような影響を与えるのかが分析される． 

 Nunez and Oke[60]は，都市境界層におけるエネルギー収支方程式の基

礎知識を紹介した．彼らは純放射収支量，顕熱流量に加え，壁や土壌に

貯蔵される熱量などを含むエネルギー収支方程式という概念を提示した．

都市表面のエネルギー収支方程式は，都市における蓄熱の研究にとって

最も重要である．都市における蓄熱の研究は，Grimmond and Oke[61]によ

る OMH（Objective Hysteresis Model）をベースに発展し，都市の表面

から地下や建築への伝熱流を予測することができるようになった．また，

北米の 7 都市で蓄熱や伝熱流の検証を行った． 

 都市表面における太陽放射エネルギーの挙動に関する最初のモデルは，

スケールモデル（模型）を利用した実験にもとづいている [63-65]．その後

Aida[66]や Voogt[67]は，二次元鉛直断面での街区空間における放射の研究

を行ったほか，都市の形態に着目した実測や数値シミュレーションが

次々と行われた．都市の形態，特に街区の方向性と放射特性の研究にお

いては，主として短波放射，長波放射およびそれらの相互関係が取り扱

われている [67,68]．Steemers[69]らは街区の形態に関するいくつかの基本形

をモデル化し，東西・南北それぞれの事例における屋外の通年太陽エネ

ルギー吸収量を比較した．また Arnfield[70]は数値計算により，異なる状

況下における太陽放射吸収量を研究した．その目的は，H/W（街路の幅に

対する建築高さの比；アスペクト比）が街区境界層において吸収される

放射の量にどのような影響を与えるかを明らかにすることである．月間
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の平均放射を求めた結果，街区の H/W が都市表面で吸収される放射量に

影響する最大の要因であることが示された． 

 都市の表面温度についての認識は，都市気候学の研究に重要である．

都市の表面温度は，大気境界層における気温の数値シミュレーションに

用いられる．都市の表面温度は，都市表面におけるエネルギー収支にお

いて最も重要であり，建築の内部熱量の決定に必要な要素である．リモ

ートセンシング技術の発達により，人工衛星や飛行機を利用して都市表

面温度の変化を観測することができる．また高分解能のリモートセンシ

ング画像を用いて，都市表面における天空率や建築密度，土地利用比率

を分析することにより，都市表面における熱的特性を明らかにすること

が可能である[71,72]． 

 都市の形態をベースに建築におけるエネルギーの挙動を分析すること

により，都市の形態が都市気候の変化に大きく影響することが実証され

た[73]．また気候の変化自体も，都市における建築のエネルギー消費を変

える要因となる[74]．都市形態学における形態の要素は，単棟建築のスケ

ールから街区のスケールにかけて，それぞれの基準を持っている．具体

的には，単棟建築，形態の基本類型，道路，街区という 4 つの基準であ

る． 

 単一の建築を基本として，都市の形態を表現することができる．立方

体を単棟建築の基本形態とし，形態の係数（S/V）や，建築正面の向き，

窓面の比率を基本的な形態の要素とする手法は，建築のエネルギー消費

研究にとって非常に有用である [75]． 

 形態の基本類型は，仮定された土地に単棟建築や建築群を配置するこ

とで表現できる．この概念により，土地利用の概念も建築の配置として

表現することが可能である．この手法は，ケンブリッジ大学（Martin 

Center）の Steemers[69]によって提案された．この基本類型により，都市

内における多様な建築の配置を表現できる．庭のような空間についても，

Brown[76]は建築とみなして数値での表現を試みたほか，風通しや太陽放

射の吸収との関係を分析した． 

 道路の基本型は Street Canyon と呼ばれ，連続な道路であって，道幅
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よりも道路長が大きいというスタイルを代表しており，道幅を基準にし

て表現される都市の形態と気候との関係についての研究においてよく利

用されている．Arnfield[70]は道路における日照を研究し，道路沿いの建

築高さと道幅の比（H/W；アスペクト比）に加え，道路の向き（主として

東西および南北の走向）に着目した． 

 街区において最も重要なのは建築の平面配置である．付[75]は，居住区

域に建築を配置する際の基本様式をまとめており，並列式，転移式，行

列式，斜流式，周辺式などを提示している．また，風通しの視点からは，

行列式や周辺式より転移式や斜流式，自由式のほうがよいとしている．

鄭[77]は街区の類型化研究において，都市の形態を方向別の高度分布で表

現し，南低北高型と南高北低型におけるそれぞれの日照と通風状況を比

較している． 

 都市計画のミクロな観点から出発し，周辺環境を利用して建築内エネ

ルギー消費の需要をコントロールする．これは建築にとって受動的省エ

ネルギー方式である．費用・投入エネルギーがともに低いこの方法は，

中国のような発展途上国に適用しやすい． 

1.2.3 街区設計、遮蔽効果における建築のエネルギー

挙動分析 

 1988年以降，街区内近接物による日射遮蔽効果に注目する研究者が増

えてきている[78]．彼らの研究によればアメリカの単棟住宅では，樹木に

より空調エネルギー消費が2～8%削減できる[79-81]．イランの伝統住宅にお

いては，樹木の日射遮蔽効果によりエネルギー消費を10%削減できる [82]．

近年では，香港の高層オフィスを対象に，近接建築の日射遮蔽効果によ

り，冷房エネルギー消費を2%，総エネルギー消費を1.2%，冷房エネルギ

ー消費ピーク値を11%削減できるとした研究もある [83]． 
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表 1.1 さまざまな地域の街区近接物による建築エネルギー消費への影響 

地域 日射遮蔽物 遮蔽効果 

US 樹木 空調エネルギー:2～8%,  

冷負荷ピーク:2～10% 

Shiraz, Iran 

(29°N) 

冷負荷:10% 

Hong Kong  

(22°N) 

近接建築 冷負荷:2%, 
通年建築エネルギー:1.2% 

冷負荷ピーク:11% 

 

 街区に関し，道路幅（つまり近接建築間距離）とエネルギー消費との

関係に着目する研究者も多い．それらの研究は，各地の最適 W/H（アス

ペクト比の逆数，図 1.7）がさまざまなものであることを示している（表

1.2）． 

 

図 1.7 さまざまな W/H 
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表 1.2 さまざまな地域の街区における W/Hの建築エネルギー消費への影

響 

地域 最適 W/H 出典 

Copenhagen, Denmark 

(55°N)  

W/H:2.0 Andersen-Strømann[84] 

Ghardaia, Algeria 

(32°N) 

E-W oriented, 

best cooling: 

W/H < 0.67 

Bourbia and Awbi[85] 

Slovenia (46°N)  W/H:1.5 Sievers and 

Zdunkowski[86] 

Canada (45°N)  W/H:1.5～2.5 Oke[78] 

 これらの研究結果は，街区計画を通じた近接建築・樹木による日射遮

蔽作用が建築のエネルギー消費を削減できるということを示している．

しかし現行研究は，建築における冷房エネルギーへの影響分析にとどま

っている上，中国に関しての研究成果は得られていない． 

1.3 本研究の問題提起 

 本研究の提起する主要な問題は，都市計画と省エネルギーの観点から，

いかにして低炭素型都市を構築しうるのか，都市計画と省エネルギーは

どのようにつながるのか，特に，近接住棟による日射遮蔽効果を利用す

ることが，どのような効果を有しているのか，ということである. 

また，（1）典型的な住宅街区のレイアウトと典型住宅におけるエネル

ギー消費（冷房，暖房と照明）の関係はどうなっているのか，特定の地

域における典型住宅街区にとって最適な住宅レイアウトは存在するのか，

（2）中国のさまざまな地域において，最適な住宅街区のレイアウトは異

なっているのか，政府の建築設計ハンドブックによって推奨されている

住宅街区のレイアウトにかかるパラメータは，はたして最高の省エネル

ギー効果を示しうるのだろうか，（3）近接住棟による日射遮蔽効果は，
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中国の都市建設に何を提示できるのか，などについても提起したい. 

1.4 本研究の主な内容 

 既存研究の現状分析と実用面での必要性をまとめ，中国における都市

の低炭素型化に向けた解析を背景として，中国の住宅建築におけるエネ

ルギー消費問題を改善するための街区設計を探求する．具体的には，近

接住棟による日影が住宅の空調需要に与える影響をテーマとし，住宅建

築におけるエネルギー消費原理と分析手法を提示する．また，近接住棟

および樹木による日影が住宅のエネルギー消費に与える影響を検証し，

近接住棟による日影が住宅の空調需要に与える影響の地域間比較や，上

海と武漢における住宅空調エネルギー消費実態調査による検証を行う． 

研究の流れは以下のとおりである． 

1) 住宅建築におけるエネルギー消費の定義と構造，影響要素を分析

する．特に，太陽放射と外皮構造の建築エネルギー消費への影響

を解説する．また，建築エネルギー消費の原理を紹介し，本研究

における数学モデルを構築する．さらに，建築エネルギー消費プ

ログラムを紹介し，伝統的な計算方法との対比計算を行い，当該

プログラムの信頼性を検証する．加えて，エネルギー消費に影響

する要素の感度を検証する．このようにして，本研究の理論的基

礎を確立する． 

2) 米国エネルギー省（US DOE）により開発されたビルエネルギー（電

力）計算ツール eQUEST を用い，上海における典型住宅の建築エ

ネルギー消費モデルを構築する．また，上海地区における住宅街

区を対象として，気象条件，地理，外皮構造，人員，設備，棟間

距離，建築高さをパラメータとした空調負荷と照明負荷の数値シ

ミュレーションを行う．冷房（棟間が広いほど高負荷）と暖房・

照明（棟間が狭いほど高負荷）はアスペクト比の逆数（建築高さ

に対する棟間距離 W/H）の変化に対して相反する動きを示すため，

トータルの電力消費量を最小化する最適解を探るほか，樹木によ
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る建築への日射遮蔽効果を分析する． 

3) 中国の暑夏寒冬気候帯における 5 大都市（上海，武漢，長沙，成

都，重慶）を対象（非単身世帯：全電化を仮定）として，eQUEST

を用いた近接住棟による空調用電力消費量への日影効果につい

ての数値シミュレーションを行い，日影効果による冷房用電力消

費量削減率を計算する．また，対象地域を南北（ハルピン，北京，

上海，福州，海口）に展開し，空調用電力消費量数値シミュレー

ションを行う．近接物の遮蔽効果を考慮に入れない場合，冷房エ

ネルギーがどれほど過大に計算されるのかを示す. 

4) 中国の都市における住宅のエネルギー節約ポテンシャルを研究

すべく，近接住棟による日影効果を検証し，モデルによる計算結

果をもとに現実的な省エネルギー方策を提示するため，現地観測

を行う．具体的には，上海市・武漢市それぞれ 10 の住宅団地に

おける通年の月別電力使用量を調査する．調査データによって実

際の住宅街区におけるエネルギー消費を分析し，第 3，4 章で構

築したモデルの信頼性を実証する． 

1.5 本稿の組み立て 

 本稿は 6 章にわけられ，以下に各章の内容を紹介する． 

 第 1 章では本稿のタイトルを選んだ背景と研究の意義を紹介し，低炭

素型都市の建設と計画，建築における省エネルギー設計手法および建築

エネルギー消費の分析手法，関連研究の現状分析に加え，研究の学術的

価値と応用性を提示し，本稿の研究内容を構築する． 

 第 2 章では建築におけるエネルギー消費を定義し，太陽放射など，エ

ネルギー消費に影響を与える要素を提示する．また，近接住棟の日影に

よる建築エネルギー消費のモデルや，住宅建築におけるエネルギー消費

分析手法を提示する．さらに，eQUEST のプログラムを利用して建築のエ

ネルギー消費削減の可能性を分析し，本研究にとっての基礎を構築する． 

 第 3 章では上海市にある住宅建築と住宅地区の実情にもとづく数値シ
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ミュレーションにより，単棟の住宅における電力消費量や，住宅地区に

おける屋内電力消費量と街区形態との関係を分析する． 

 第 4 章では異なる地域と都市に対し，典型的な住宅建築と地区のエネ

ルギー消費シミュレーションを行い，街区形態が異なる場合における空

調エネルギー消費の差異を分析する．具体的には暑夏寒冬気候帯 5 大都

市における典型住宅街の南北棟間距離と空調電力消費量との関係，南北

軸に沿った 5 大都市における典型住宅街の南北棟間距離と空調電力消費

量との関係を分析する． 

 第 5 章では，中国の都市における住宅地区の省エネルギー潜在能力を

探求し，近接住棟の日影による省エネルギーの潜在能力を確認する．モ

デルによる計算結果をもとに現実的な省エネルギー方策を提示するため，

上海市と武漢市における住宅地区の電力消費量を分析する．それにより，

第 3 章と第 4 章で用いたモデルの現実性を確認する． 

 第 6 章では，結論と展望をまとめる． 
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第2章 建築におけるエネルギー消費原理およ

びその分析方法 
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2.1 建築のエネルギー消費 

2.1.1 建築エネルギー消費の定義 

 国際的に公認された分類方法によれば，建築のエネルギー消費とは，

民用建築（住宅建築，公共及びサービス業における建築）の運用段階で

消費されるエネルギーを意味する．それらは主に，空調（冷暖房），給湯，

厨房（炊事），照明，電気設備などで消費されている．統計データによれ

ば中国では，住宅の面積が民用建築の総面積の 60%を占めている [1]．ま

た，住宅の総エネルギー消費における用途別の割合は，空調が 65%，給

湯が 15%，照明や電気設備が 14%，厨房が 6%となっている[2]（図 2.1）． 

 

 

図 2.1 中国の住宅におけるエネルギー消費構成 
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2.1.2 建築エネルギー消費の要因 

（1）単棟住宅の自己属性 

 特定の外部環境と内部使用条件に加え，住宅のエネルギー消費は住宅

自体の属性によって決まる．それらは主に，建築の外部形状や外皮構造

であり，そこには，建築の形状に関する係数，窓と壁の面積比，外皮構

造の熱工学的特性（壁，外窓，屋根の伝熱係数，熱慣性，放射の吸収性）

などが含まれる． 

（2）外部環境の要素 

 住宅は一般的な民用建築にくらべ，内部発熱量が小さい，表面積が小

さいという特徴を持つ．よって住宅のエネルギー消費や熱慣性は，太陽

放射，気温，湿度，風速など，屋外の気象に大きく依存する．屋外環境

は外皮構造を通じ，屋内環境に影響を与える． 

（3）屋内設備と人員の要因 

 屋内の熱環境は，屋内の人員や設備から直接的な影響を受ける．それ

らは，冷暖房設備の種類と設定条件（設定された気温，相対湿度，風速

など），屋内湿熱源の状況（人員，照明，設備からの放熱など），使用方

法・時間（自然通風，人工通風，冷却，加熱，勤務時間など）及び制御

方式（気温と湿度の連合制御，定温定湿制御，気温と湿度の許容範囲な

ど）などである． 

2.1.3 単棟建築におけるエネルギー消費モデルの確立 

 室温一定の条件下では，建築内部は熱的に平衡した状態となる．これ

は，外部や内部における各種の擾乱や，外皮構造の熱工学的特性などが

複合的に作用した結果である．外部の擾乱は屋外環境に起因し，主とし

て気温，太陽放射，風速など，気象パラメータで表現される要素である．

内部の擾乱は屋内設備と人員に起因し，主に照明，通風，空調などの湿

熱源・冷熱源である． 
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 以上から屋内気温は，空調機器における発熱量，外皮構造の熱工学的

特性，窓ガラスを透過してくる太陽放射，屋内通風，屋内人員からの放

熱，設備・照明からの放熱などに影響される． 

 単棟建築を一つの部屋として表現すると，簡単な伝熱モデルを示すこ

とができる．（図 2.2） 

 

 

図 2.2 建築エネルギー消費における熱的平衡のモデリング 

 

 屋内の空気における熱バランスは，以下の式で表現される． 

        （2.1） 

 ここで， は屋内空気の熱バランス， は外皮を屋内へ伝導して

くる熱量， はガラス越しに入射する太陽放射の熱量， は人体の発

熱量， はドアや窓を通して屋内へにじみ込んでくる空気の熱量，

は屋内設備の発熱量， は照明の発熱量， は外皮の蓄熱量， は空

調により屋内から除去される熱量である．冷却は-として，発熱は+とし

て表現される． 

 外皮構造（壁，窓，ドア，床板，屋根など）を通じて屋内へ伝導して

くる熱量は，以下の式で表現される． 

                    （2.2） 

                      （2.3） 
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ここで， は屋内における外皮構造各部の熱伝熱係数（ ）で

ある． は外皮構造外側の温度（ ）であり，外表面近傍の気温や放射

強度などの要素によって決められる． は各伝熱面の面積（ ）を示し，

建築の構造によって決められる． は各伝熱面の厚さ（m）， は各伝熱

面の熱伝導係数（ ）を示し，外皮構造の材料によって決められ

る（外皮構造が多層である場合，構造全体としての伝熱抵抗は直列の法

則で表現できる）．また，壁面などの防音性についても，外皮構造の間接

的な特性として表現できる． は外皮構造外側における空気熱交換係数

（ ）であり，屋外の風速で決まる． は屋内の壁面における空

気熱交換係数（ ）であり，屋内の気流速度で決まる．t は屋内

気温（ ）であり，一様な分布を仮定する． 

 ガラス越しに入射する太陽放射 は，以下の式で表現される． 

                  （2.4） 

 ここで， はそれぞれの窓面積（ ），I はガラス表面へ入射する太

陽放射の強度（ ）である． は太陽放射がガラスを透過する割合

を示し，ガラス材料の特性によって異なるが，一般的には 0.70～0.85

である． はガラスの太陽放射吸収係数であり，一般的には 0.05～0.1

である． は日射遮蔽の度合いを示し，日射遮蔽がない時に となる． 

 人体の発熱量 は，屋内人員数，性別，年齢，衣服，労働強度及び屋

内環境条件などと関連し，一般的には成年男子を基準として，人員組成

比での荷重平均を求める（クラスタ係数）． 

                             （2.5） 

 ここで，q は様々な活動状態にある成年男子の発熱量，n は屋内人員数，

k はクラスタ係数である． 

 ドアや窓からにじみ込んでくる空気の熱量 は，気温差や風圧によ

り，屋外空気がドアや窓，外皮の隙間を通り抜けて屋内に影響する（こ

のような密閉性は屋内の音環境にも影響する）．一般には，換気回数を用

いて屋外空気がにじみ込んでくる量を求め，それに伴い移動する熱量を

計算する．それ以外にも，屋内の空気質を良好に保つため，屋外から空
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気を取り込む必要がある．仮に総換気回数を とすれば，以下の式が成

り立つ． 

                 （2.6） 

 ここで， は換気回数（回/h），V は屋内空間の体積（ ），C は屋外

空気の比熱（ ）， は屋外空気の密度（ ）， は屋外気

温（ ），t は屋内気温である． 

 屋内設備からの発熱量 は，設備の種類，デザイン上の特徴及びエネ

ルギー効率と関係している．潜熱については後段で検討する． 

                      （2.7） 

 ここで， は設備の利用係数（0～1）， は負荷係数（0～1）， は機

器使用の同時性に関わる係数（0～1）， は熱変化の係数， は設備

の総定格出力である．また屋内設備のエネルギー消費は，一般的にエネ

ルギー効率が低いため，建築のエネルギー消費における比重が大きい． 

 照明設備により消費されるエネルギーは，最終的には熱へと変化し，

その大部分が屋内の空気に吸収される．その発熱量 は以下の式で表現

される． 

                            （2.8） 

 ここで， は照明設備使用の同時性に関わる係数， は照明装置の

総効率である．照明設備のエネルギー消費も，建築のエネルギー消費に

おける比重が大きい． 

 屋内気温を快適な範囲に維持するため，屋外条件に応じた必要な冷却

量・加熱量が必要となる． は，屋内外の擾乱や外皮構造の熱工学的特

性によって決められる．屋内を冷却する場合は値が負となり，加熱する

場合は値が正となる．空調を使わない場合は値が０となる． 

 屋外から屋内へのエネルギーの流れについては，外皮表面の加熱，外

皮構造における屋内への伝熱，屋内壁面から屋内空気への対流による熱

伝達，というメカニズムにより生じるほか，外皮表面における長波放射

の結果温まった空気の進入による間接的な屋内外熱交換も生じている．

それらの一部は，外皮に吸収・蓄積され となる．このような外皮の蓄
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熱量は蓄熱特性によって決まる．仮に外皮中の微小な厚さ において，

温度が 上昇する場合，外皮の蓄熱量は次の式で表現される． 

          （2.9） 

 ここで， は外皮の蓄熱係数， は外皮の表面積， は外皮の密度，

は外皮の比熱， は外皮の伝熱係数，T は伝熱作用の周期， は外皮

表面の温度上昇を修正する係数である．この式を介し，外皮表面の温度

上昇を与えることで，屋内の気温上昇を求めることができる． 

 仮に屋内の微小な空気層における厚さ において，屋内の気温が

上昇する場合，屋内の空気に与えられる熱量は次の式で表現される． 

  （2.10） 

 また，屋内が熱的な平衡状態となる場合，この熱量は 0 となる．その

場合，空調の効果は次の式で表現される． 

  
（2.11）

 

 ここで，Qo は暖房時に負の値となり，冷房時に正の値となる．また，

空調を使用しない場合の値は 0 となる． 

2.2 建築設計のエネルギー消費への影響 

2.2.1 建築エネルギー消費モデルにおける太陽放射の

表現 

 住宅は一般的な民用建築にくらべ，内部発熱量が小さい，表面積が小

さいという特徴がある．よって住宅のエネルギー消費や熱慣性は，太陽

放射，気温，湿度，風速など屋外の気象条件に大きく依存する．中でも，

太陽放射は建築のエネルギー消費にとって最も重要な要素である． 

 以下の公式を利用し，建築の表面に投射される太陽放射を計算できる． 

（1）建築の表面に投射される太陽放射 
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                         （2.12） 

 ここで，IDθ は建築の表面に投射される太陽放射，IDN は地表面におけ

る日射量の法線方向の成分，I は太陽光線と建築表面の法線がなす角度

である． 

（2）建築の不透明な外皮が受ける熱量 

 建築の不透明な外皮の表面が周囲から受ける熱量は，次の２つにわけ

られる． 

a．壁の外表面と環境との温度差で生じる熱対流 

b．壁の表面で受ける太陽放射 

 建築の不透明な外皮が受ける熱量が，外皮を伝わり屋内へ進入する場

合，この熱量が である． 

（3）ガラス窓から屋内に進入する熱量 

ガラス窓から屋内に進入する熱量は，次の２つにわけられる． 

a．屋内外の温度差で生じる熱伝導 

b．ガラス窓を透過する太陽放射 

 
ガラス窓を通して屋内に進入する熱量が である．

 

（4）ガラス窓による照明 

 太陽放射のうちの可視光を自然光照度で表現する．地表に到達する可

視光の照度は次の式で表現される． 

                        （2.13） 

 
また，地表面における可視光の照度は次の式で表現される． 

                       （2.14） 

 
ここで，Eo は太陽光の照度の年平均値（Eo=133.8klx），k は消光係数，

h は太陽高度角，I は日射とガラス面の法線がなす角度である． 

 
屋内で可視光が不足し，人工照明を利用する時の熱エネルギーが で

ある．
 

cosD DNI I I  

BodyQ

GlassQ

csc sink h

DH oE E e h  

csc cosk h

DV oE E e I  

SQ
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2.2.2 周辺物体の建築に対する日射遮蔽 

 人口密度が大きい都市内部においては，建築は孤立して存在している

のではなく，隣接する建築や樹木などに囲まれている． 

 その影は建築の表面に達しており，建築エネルギー消費は隣接する建

築や樹木の影響を受ける． 

 周囲の物体は太陽放射を遮断し，建築の表面に影を投影する．その投

影面積は以下の原理で計算できる（図 2.3）． 

 高さ H の棒に対し，建築の表面に投影される影の高さが H’である． 

                     （2.15） 

 

 

図 2.3 日射遮蔽の原理 

 

 日射をさえぎる物体の面的効果を表現する場合は，公式 2.15 を積分す

ればよい． 

 

2.2.3 建築設計におけるエネルギー消費のモデリング 

 建築群の計画設計においては，建築群全体に関わる太陽放射の総量が

重要となる．孤立している建築に対し，複数の建築群における屋内の熱

収支モデルは複雑なものとなる．単棟建築の熱収支に影響する屋内外各

要素に加え，建築群の空間配置がもたらす要素などもある．たとえば，

住宅の向き，棟間距離，樹木の種類などである．以上の各要素が建築群

'H H L tgP  

H

H’

L

P
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のレイアウトに影響を受け，建築の表面に達する太陽放射を規定する． 

 住宅の計画設計によって決められる日照は，住宅のエネルギー消費に

影響する．中国でもその影響は実際に存在するものの，その程度はいま

だ不明である．本研究では，住宅の計画設計によって決められる日照に

よる住宅のエネルギー消費への影響に注目する．単棟の住宅に対しては，

すでに明らかな省エネルギー効果が知られている． 

 冷熱源設備の性能に加え，建築の空調エネルギー消費は屋内の冷熱負

荷によって決められる．また，光源設備の性能に加え，照明のエネルギ

ー消費は利用可能な自然光の存在によって決められる． 

 近接する建築を直方体で表現し，建築や樹木を簡単にモデリングした

ものが 

図 2.4 である． 

 

 

図 2.4 近接する建築や樹木による日射遮蔽 

 

 特定の室温条件における室内の熱収支は，外部と内部の擾乱や外皮構

造の熱工学的特性などで決まる．近接する建築や樹木は太陽放射を部分

的に遮断する．建築に対する太陽放射の特性は，近接する建築の日影効

果に影響される． 

 その際，室内空気の熱バランスは次の式で表現される． 

   （2.16） ' ( ) ' ' ' ' ' ' ' 't Body Glass P Air E S X OQ Q Q Q Q Q Q Q Q       
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 ここで， は室内空気の熱量， は外皮を通じて室内に進入す

る熱量， はガラス窓を透過する太陽放射の熱量， は人体の発熱

量， はドアや窓より室内へにじみ込んでくる空気の熱量， は室内

設備の発熱量， は照明設備の発熱量， は外皮の蓄熱量である．ま

た， は空調により室内から除かれる熱量であり，冷却は-として，加

熱は+として表現される． 

 また，人体の発熱量，室内設備の発熱量は太陽放射に影響されないた

め，以下のように記述できる． 

， ， 

    （2.17） 

ここで， ， はそれぞれ外皮の表面において，近接する物体の

日影が到達しない部分と到達する部分の温度（ ）であり，表面付近の

気温や放射強度などによって決まる． ， は各伝熱面のうち，影が

到達しない部分と到達する部分の伝熱面積（ ）であり，部屋の構造や，

隣接する物体の面積，相対位置で決まる．t は室内気温（ ）であり，

一様な気温場を仮定する． 

N N S S' ( )( )I
Glass G i G i i G i

O

Q F I F I C


 


             （2.18） 

 ここで， ， はそれぞれのガラス窓において，近接する物体の日

影が到達しない部分と到達する部分の透光面積（ ）， ， はそれぞ

れ近接する物体にさえぎられない部分とさえぎられる部分のガラス表面

に投射される太陽放射強度（ ）である． は太陽放射の透過係数

であり，ガラスの材料によって異なる．一般的には 0.70～0.85 である．

は太陽放射の吸収係数であり，一般的には 0.05～0.1 である． は日

射遮蔽の係数であり，日射遮蔽がない場合 となる． 

 ドアや窓を通して屋外からにじみ込んでくる空気の熱量 は，次の

式で表現される． 

  
Q '

Air
= n

k
VCr

out
[t '- t] / 3600              （2.19） 

 ここで， は部屋の換気回数（回/h），V は部屋の体積（ ），C は外

' ( )tQ 
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SQ XQ

OQ
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気の比熱（   KJ / kg oC），
out は外気の密度（ ）， は近接する物体

の日影がある場合の外気温（ ），t は室内気温である． 

 照明設備の発熱量 は次の式で表現される． 

                     （2.20） 

 ここで， ， は近接する物体の日影が到達しない場合と到達する

場合における照明設備の同時使用係数， は照明装置の総合効率であ

る． 

 仮に室内の微小な空気層における厚さ において，室内の気温が

上昇する場合，室内の空気に与えられる熱量は次の式で表現される． 

  （2.21） 

 単棟建築においては，近接する物体に日射をさえぎられる状況では，

空調のエネルギー消費が変化する． 

 近接する物体の形状，大きさ，建築群の配置，建築階数，棟間距離の

変化によって日影が変化することにより，研究対象となる単棟建築の壁

面や窓面に投射される熱エネルギーや自然光が変化する．またそれは，

室内へと伝わる熱エネルギーや室内の熱収支などに影響し，建築の空調

や照明のエネルギーを規定する． 

2.3 建築エネルギー消費の分析方法 

 建築のエネルギー消費においては，内外の要素条件が数多く，各要素

の間にも相互作用が存在するため，そのシステムは極めて複雑である．

また，現代建築の大規模性と高コスト性により，実際の建築を用いて実

験研究を行うには高いコストが必要となる．よって，建築の省エネルギ

ー性や，最適な設計条件を探求するにあたり，計算機技術の普及と応用

に支えられた建築エネルギー消費モデルによる数値シミュレーションが

広く用いられている [3]． 

 一般に建築エネルギー消費量のシミュレーションモデルは，動力学の

計算手法にもとづき，屋内外各種要素の相互作用の下で，建築内の熱負

3/kg m 'outt

o C

'SQ
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SP

d dt
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荷状況を再現しており，DOE-2[4]，BLAST[5]，EnergyPlus[5]，eQUEST など

のプログラムが広く利用されている．これらエネルギー消費量分析ソフ

トウェアの特徴を表 2.1 にまとめた． 

表 2.1 建築エネルギー消費量分析ソフトウェアの概況 

名称 特徴 

DOE-2 最も普及している．すべての年間建築エネルギー消費

量をシミュレーションできる．オープンシステムであ

り，ユーザーの需要でサブプログラムを組み入れるこ

とができる． 

BLAST HVAC をデザイン，コントロールするには最も適してい

る． 

Energy 

Plus 

室内外空気拡散の分析に強い． 

eQUEST DOE-2 のコアを使用し, 強いユーザーインターフェー

スを持っている． 

 eQUEST は，米国国家エネルギー省ローレンス・バークレイ国立研究所

が開発した建築のエネルギー消費量分析ソフトウェアであり，現在最も

普及しているものの一つである [6]．DOE-2 のコアを使用し，オープンシ

ステムにして，ユーザーの需要でサブプログラムを組み入れることがで

きる．本研究では，日射遮蔽効果分析のサブプログラムを組み入れてい

る．DOE-2 から更新されている点は，eQUEST は操作性の強いユーザーイ

ンターフェースを提供しており，計算速度もより速くなっているという

ことである [6]． 

 そこでは，一定の気象，建築構造，運用形態，HVAC 設備の条件下にお

いて，住宅や商用建築のエネルギー消費量が時間ごとに計算される．特

定の地域における通年毎時間の気象要素，建築構造，設備，人員の条件

を入力することにより，毎時間のエネルギー消費量，その月別累計，年

間累計を算出できる．当該ソフトウェアの構造は次のようなものである

（図 2.5）[7]． 
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図 2.5 eQUEST による数値シミュレーションのフロー [7] 

 BDL: Building Description Language，LOADS: 建築冷暖房熱負荷サブ

プログラム，HVAC: 冷暖房・換気システムサブプログラム，ECON: 経済

性分析サブプログラム 

 

（1）建築記述言語プロセッサ（BDL Processor） 

 建築記述言語プロセッサは，ユーザーによる任意のフォーマットの入

力データをコンピュータが理解できるフォーマットに変換し，壁面にお

ける熱反射率の係数などを計算できる． 

（2）建築冷暖房熱負荷サブプログラム（LOADS） 

 ユーザーが設定した室内の温湿度条件下において，毎時の暖房・冷房

の顕熱・潜熱負荷を計算する．また気象資料のデータベースから，対象

地の気象データを読み取る．ユーザーは，居住者の生活習慣，照明や設

備の運用スケジュールを設定する必要がある． 

（3）冷暖房・換気システムサブプログラム（HVAC） 

 当プログラムが設定した HVAC 空調設備の特性にもとづき，部屋の換気

要求，設備の運行スケジュール，設備制御や恒温コントローラの設定を

行い，LOADS が計算した定温荷重を修正する． 

（4）経済性分析サブプログラム（ECON） 
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 エネルギー費用や省エネルギー改修後に生じる経済効果を計算する． 

（5）気象データ（Weather Data） 

 対象地域の気象パラメータには，屋外の乾球温度，湿球温度，大気圧，

風速，風向，雲量，太陽放射を含む． 

（6）データベース（Library） 

 ユーザーが仮定する建築材料の様々な性能に関するデータであり，壁

材，階層構造や窓の情報を含む． 

 他の建築エネルギー消費量シミュレーションプログラムと異なり，

eQUEST のプログラミングシステムはオープンシステムであり，ユーザー

は外皮構造や設備，人員など関するパラメータを与え，単棟建築におけ

るエネルギー消費のシミュレーションを行うことができる．また，建築

と隣接する物体の状況を定義し，建築群の形態を再現することにより，

近隣の建築，樹木，建築の向きなど，建築群の計画設計要素による日射

制御効果が建築エネルギー消費へ与える影響を分析できる． 

 また，eQUEST により，建築のエネルギー消費に影響する要素の感度分

析を行った．結果は表 2.2 のようにまとめられる． 

表 2.2 建築エネルギー消費に影響する要素の感度分析 

影響要素 感度（入力に対する出力の比：%/%） 

窓と壁の比率 0.16 

室外温度 -0.14 

空調設定温度 -0.90 

壁の熱伝導率 0.29 

居住者密度 0.20 

 

 さらに，eQUEST により建築のエネルギー消費量を分析することの信頼

性について検証を行った．HVAC の分野において一般的に用いられている

エネルギー消費計算手法の一つに調波応答法（以下は反射係数法と呼ぶ）

があり，この結果と eQUEST の結果を，同一の単体建築における通年の空
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調電力消費について比較した．これらの計算結果が近い場合は，その信

頼性が認められる． 

 対象地域には中国の重慶市を選んだ．気象パラメータ（表 2.3）およ

びエネルギー消費の基本条件（表 2.4）を以下に示す． 

 

表 2.3 各気象パラメータ 

 夏季のパラメータ 冬季のパラメータ 

乾球温度 36.5 ℃ 4.0 ℃ 

湿球温度/相対湿度 27.3 ℃ 8.2 ℃ 

大気圧 973.2 hPa 991.2 hPa 

風速 1.4 m/s 1.2 m/s 

冷房期/暖房期 32 日 88 日 

 

表 2.4 エネルギー消費計算の基本条件 

 材料 性能 

外壁 240mm 中空多孔質れんが 

+25mm 保温層 

K=1.5 W/(m2·K)，時間遅れ

8 h 

外窓 鋼単ボックス二重ガラス 

夏季に熱反射カーテン 

K=3.0 W/(m2·K)，反射率

80% 

屋根 保水性の覆土に緑化 K=0.63 W/(m2·K) 

ドア 保温板 50mm K=1.28 W/(m2·K) 

換気回数  1.5 h-1 

室温  夏季 28℃，冬季 18℃ 

空調設備  定 格 エ ネ ル ギ ー 効 率 比

2.70 

 

 ここで，６階建ての住宅，階高 2.8 m，総建築面積 1682.64 m2，南側

200 m に同じ高さの住宅，という条件を設定し，室内人員や照明負荷は

捨象した．空調には家庭用ヒートポンプタイプのエアコンを仮定し，エ
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ネルギー効率比は 2.70，戸別に 1 台という設定とした．建築の各壁面に

おける窓と壁の状況を表 2.5 に示す． 

 

表 2.5 建築における窓と壁の状況 

 窓面積/m2 部屋の正面の面積/m2 窓壁比 

北向き 2.25 10.08 0.223 

東向き 0.8 8.4 0.095 

南向き 4.23 12.18 0.347 

西向き 0.8 8.4 0.095 

 

また，表 2.6 および表 2.7 において２つの方法での計算結果を比較

する． 

 

表 2.6 単位建築面積あたりの空調負荷 

 反射係数法 eQUEST 差率/% 

夏季熱負荷 W/(m2·K) 32.14 40.33 25.48 

冬季熱負荷 W/(m2·K) 46.29 38.18 17.52 

 

表 2.7 単位建築面積あたりの通年空調電力消費 

 反射係数法 eQUEST 差率/% 

通年冷房消費 kWh/m2 3.56 3.13 12.08 

通年暖房消費 kWh/m2 11.33 11.26 0.62 

通年合計値 kWh/m2 14.89 14.39 3.35 

 

 表 2.6 および表 2.7 によれば，２つの方法で単位建築面積あたりの熱

負荷を計算した場合，その差は小さいものではなかったが，通年の消費

電力を計算した場合，その差はわずかであった．よって，eQUEST で建築

における通年の空調電力消費を分析することができるといえる． 
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2.4 本章のまとめ 

 本章では，建築におけるエネルギー消費量の定義，構成や影響要因を

詳しく紹介した．そのうち日射と建築群の配置は，建築のエネルギー消

費量への影響が大きいことを強調した．また，建築におけるエネルギー

消費量の物理的基礎原理に立ち，日射遮蔽サブプログラムを取り入れ，

本研究で用いる数学モデルを確立した．さらに，建築のエネルギー消費

量分析プログラムを紹介し，伝統的な計算手法との比較を通じ，モデル

の信頼性と要因の感度分析を行った． 
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第3章 近接住棟および樹木による日影が住宅

のエネルギー消費に与える影響 
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3.1 はじめに 

 地球に降り注ぐ太陽エネルギーはすべて，直接的もしくは間接的に建

築の表面に到達し，その熱は建築の表面で反射，吸収される．屋内環境

にとって太陽エネルギーに由来する熱は，夏には排除すべき対象となる

こともあるが，冬には役に立つことが多い [1]．夏と冬における太陽高度

の違いが存在するため，建築に近接する物体の影を用いて夏の日射をさ

えぎり，冬には太陽からの熱エネルギーを建築の外皮に到達させること

が行われている[2]． 

 建築の空調需要を減らす代表的な手段として，都市計画的な手法によ

り，壁面における日射の屋内進入を制御することがある．夏期に日射を

屋内に多く取り入れることは望ましくないことであるが，冬期には望ま

しいことである．もっとも効果的な日射制御手法は，建築外壁に日射が

到達する以前の段階で不要分をさえぎり，必要分を透過させることであ

る [3]．夏期には近接住棟によって日射をさえぎり，冬期には建築外壁に

日射を到達させることが望ましいと思われる [4]．近接住棟の日影効果は

今日，もっとも潜在力がある省エネルギー建築設計対策と考えられてい

る． 

 従前，街区スケールにおける建築の日射遮蔽効果と建築のエネルギー

消費量の関係が注目されてきた．1980 年代に Oke らはヨーロッパの都市

を対象に，街区スケールにおいて近接住棟の日影が日射の室内進入を制

限することから，住宅の冷房，暖房，照明に大きく影響する事を指摘し

た [5]．棟間距離が小さくなるほど，太陽エネルギーの建築に到達する量

が少なくなる．これは屋内の冷房エネルギー需要を減少させ，省エネル

ギーに効果がある．一方，棟間距離が大きくなるほど，太陽エネルギー

に由来する熱が多く建築に進入する．これまた屋内の暖房エネルギー需

要を減少させ，省エネルギーに効果がある．しかし一般に，省エネルギ

ーの目的で，太陽エネルギーに由来する熱の受容の最大化と最小化を同

時に実現することは不可能である．また，標高，気候，生活様式などの
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多様性から，住宅街区の計画において，近接する物体の日射遮蔽効果を

利用する上での世界共通の省エネルギー手法や最適設計といったものは

存在しない．実際には，特定地域を対象として，典型的な建築や街区に

おける建築に近接する物体の日射遮蔽効果を利用した最適設計の探求が

行われている． 

 近年米国や香港において，典型的な低層住宅や高層商業ビルを対象と

したこの効果の数値シミュレーションが行われている． Lam[8]は，近接

建築物の日射遮蔽効果で香港のオフィスの冷房需要が 2%変化している

ことを明らかにした．Danny ら[7]は，昼光を人工的な屋内照明の代替と

して有効に利用する際に考慮すべき，近接建築物における日射遮蔽効果

について論じている．Simpson[6]や Raeissi and Taheri[9]は，樹木によ

る日射遮蔽効果について論じている．長期的に見れば適切な日射遮蔽は，

エネルギー消費の視点から理想的な建築デザイン手法であると考えられ

ている． 

 また，中国における単棟の住宅を対象にしたこのような数値シミュレ

ーションの事例も少なくない [10-12]．しかし，近年中国で急激に増えてい

る中層住宅街区へのこのようなエネルギー消費の影響評価はいまだ行わ

れていなかった．さらに中国では，日射制御がもたらす近隣の建築にお

ける空調需要への影響がいまだ明らかにされていない．それらの既往研

究では，建築の周辺に存在する商業ビルや樹木などの影響を考察したの

みであったが，高層商業ビルにくらべ，住宅での採光需要は大きく，棟

間をあまりに狭く設定することは本来不可能である．また住宅街区では，

近接する住棟による日射遮蔽効果が生じること自体が一般ではない．さ

らに，類似の住宅街区における棟間距離の影響も明らかではない． 

 本章では主に，年較差の大きな華中地域の都市（上海など）の事例（非

単身世帯：全電化を仮定）を対象に，米国エネルギー省（US DOE）によ

り開発されたビルエネルギー（電力）計算ツールである eQUEST を用いた

屋内電力消費量の数値シミュレーションを行う．また，これらの結果は

いわば，都市の気象条件，社会条件等を踏まえた，中国・華中地域の都

市の典型街区における一般解というべきものであると考えられる． 
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3.2 本章の概要 

 本章における具体的な目標は以下のとおりである． 

 1）上海市を例として，単棟住宅建築のエネルギー消費モデルを構築し，

年間のエネルギー消費を分析する． 

 2）単棟の住宅エネルギー消費モデルを基礎として，近接住棟による日

射遮蔽効果の下で，住宅街区のエネルギー消費モデルを構築し，棟間距

離の通年エネルギー消費への影響を分析する． 

 3）単棟の住宅エネルギー消費モデルを基礎として，建築周辺の樹木に

よる日射遮蔽が住宅エネルギーに与える影響を表現し，樹木と建築との

距離が通年エネルギー消費へ与える影響を分析する． 

 

3.3 研究方法 

 本章では上海の典型住宅街区を対象として，エネルギー（電力）消費

量計算ツールである eQUEST を使用した．今回電力以外のエネルギー種を

扱わなかった理由は，現在盛んに設計され，今後増えていくであろうタ

イプのこのような住宅団地に注目したためである． 

 1）上海における典型的単棟住宅建築の外皮構造パラメータを調査し，

これらの典型的な住宅における屋内電力消費量の数値シミュレーション

を行う． 

 2）8 ケースのシミュレーションを通じて，異なる街区スケールの屋内

電力消費量を計算する．これらの結果を比較・分析し，街区スケールに

おける建築エネルギー消費への影響に関する法則性を見出す． 

 3）典型的な住宅街区の樹木に関するパラメータを調査し，典型的な住

宅街区における屋内電力消費量の数値シミュレーションを行う．16 ケー

スのシミュレーションをベースに，計算結果の比較・分析を通じ，街区

の建築エネルギー消費への影響に関する法則性を見出す． 
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 ここで，エネルギー消費分析プログラムである eQUEST の使い方は，以

下のようなものとなる．建築説明言語（BDL）を用い，以下の各パラメー

タを入力する． 

 a) 建築構造（躯体，窓ガラス，屋上などの材料や特性指数） 

 b) 計算対象都市の典型年における気象データ（通年の毎時値；気温，

湿度，雲量，風向，風速等） 

 c) 居住者の電力消費に関する習慣（在室時間，使用電力機器，空調利

用時間等） 

 d）周辺物体による日射遮蔽を考慮する場合，周辺物体のサイズと目標

建築までの相対距離 

 その後，通年の数値シミュレーションにより，時々刻々と変化する屋

外の気象条件を反映した屋内の空調負荷などを計算することができる． 

3.3.1 上海における住宅建築および住宅団地の現状 

 

図 3.1 上海における対象住宅団地（金沙江地区） 

 

 上海市金沙江地区における 2000 年以降に建築された住宅団地（図 3.1）

を対象に，建築表面温度の実測調査を 2010 年 2 月，7 月に行った（詳細

は第 5 章）．8 割の住棟が 6 階建ての非単身者世帯用であり，並列する形

態の住区デザインを持っていた．ほとんどの住棟は南向き（南東向き～
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南西向きを含む），奥行きが 12 m であり，W/H は 0.9～1.1 となっていた．

また，南面の樹木と壁面との距離は 3～10 m であった．さらに，調査対

象住宅街区における平均個別空調所有台数は 2.3 台であった．当年 2 月

の観測期間中における屋外気温はおおむね 7～11℃，室内気温は 12～

14℃であり，約 11％の世帯が暖房を使用していた．一方同年 7 月の観測

期間中における屋外気温はおおむね 35～37℃，室内気温は 28～30℃であ

り，約 40％の世帯が冷房を使用していた． 

3.3.2 シミュレーション用データ 

 単棟建築物の数値シミュレーションにおける入力パラメータは，建築

の構造と材料，典型年における通年の気象データ，設備および住民の行

動の３つである．現地観測と資料調査を踏まえ，モデルの入力パラメー

タを以下のように設定した． 

 1)建築の構造と材料 

 

 

図 3.2 典型住宅のレイアウト 

l: 居間，b: 寝室，k: 厨房，WC: 浴室 

 

 ここでは，1 棟あたりの床面積を 4752 m2 とした（図 3.2）．計算対象

住宅の建築構造にかかわるパラメータを表 3.1 に示す．中でも，建築の

各部分における熱伝導率（屋外の壁面温度と室内気温との差が 1 K の時

に，1 m2 を 1 時間で通過する熱フラックスの量）は，熱負荷を計算する

上での重要なパラメータである．ここで採用されたパラメータは，中国
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の暑夏寒冬気候帯における建築標準に整合しており [13]，北京など北方の

都市における標準値の 2 倍程度となる断熱性の低い値である．また中国

建設部の資料[13]を参考に，対象住宅の断熱構造を設定した．窓面は 3 mm

の通常ガラスとアルミフレームの組み合わせ，グレイジングによる遮蔽

係数は 0.86 とした．対象住宅の窓壁の面積におけるパラメータを表 3.2

に示す． 

 

表 3.1 対象住宅の諸元（略表） 

住棟タイプ 非単身世帯，中層，6 階建て 

形状（高さは 1

戸） 

長さ 66 m，奥行き 12 m，高さ 3 m 

外皮構造 

国 家 標 準  JGJ 

134-2001[13] に符

合する  

部位 層厚と材料 

（内側から外側へ） 

熱 伝 導 率

W/(m2·K) 

外壁面 20 mm セメントモルタル 

200 mm コンクリート 

50 mm サーマルモルタル 

8 mm 防水モルタル 

1.48 

屋根面 20 mm セメントモルタル 

50 mm フォームガラス 

防水層 

20 mm セメントモルタル 

80 mm LW コンクリート 

120 mm コンクリート 

0.96 

床面 120 mm コンクリート 

10 mm ポリスチレン 

2.00 

内壁面 プラスター 

190 mm 多孔質ブリック 

プラスター 

2.00 
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表 3.2 対象とされた住宅の窓壁の面積比（1 戸分）  

 住棟の正面の面積/m2 窓壁比 

北向き 1282 0.23 

東向き 216 0.28 

南向き 1323 0.32 

西向き 216 0.23 

 

 2）気象データ 

 標準気象データ [14]は日本で提唱され，その後建築分野における標準的

なツールとなった．また，米国再生エネルギー研究所は典型的な気象年

（TMY）の概念を提示し，米国の複数都市における典型的な気象年（TMY）

のデータを公表した．それは長期的な観測（10～30 年）をもとに，補間

法により得られた通年 8760 時間のデータである． 

 本章で用いられた典型年の気象データは，上海における 30 年分の観測

値にもとづいて作成されており [15-16]，建築設計やエネルギー消費の分析

に用いられている通年毎時の標準気象データ（TMY）である．このデータ

には，通年の毎時に対し十数種類の気象値（気温，湿度，放射，雲量，

降水，風速，風向等）が含まれている．標準気象年データの基本形式は

以下のようなものである（表 3.3）． 

 

表 3.3 標準気象年データの基本的な形式 

MON DAY HOUR TEM RH X R-NR R-DF WD WS CC SH 

12 31 12 57 15 9 418 162 2 37 9 ．45 

 

 3）設備，居住者の行動 

 居住者の行動にかかわる部分も，熱負荷計算に重要なパラメータとな

る．在室パターン，人員密度，空調利用のあるなし，暖房・冷房のため

の臨界室内気温，照明利用にかかわる臨界室内自然光条件などである（表
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3.4）． 

 

表 3.4 居住状況と空調・照明の使用状況（略表） 

 面積比率 1 人あたり面積（m2/人） 空調 

居間 35.3％ 8.36 ○ 

廊下 7.2％ 0.93 × 

寝室 39.1％ 9.29 ○ 

厨房 12.5％ 5.57 × 

浴室 5.8％ 5.57 × 

冷房開始時の室内気温 26℃ 

暖房開始時の室内気温 18℃ 

人工照明時の室内照度 500 lux 

居住者の在室スケジュール 平日 17 時～翌 7 時 

週末 5 時～翌 9 時 

 

 以上をもとに，eQUEST を用いた単棟建築物の通年屋内電力消費量の数

値シミュレーションを行った． 

 住宅建築群の数値シミュレーションにおける入力パラメータとして，

上記の 3 種類以外に，住宅街区形態のパラメータと街区内の建築に近接

する物体の特徴についてのパラメータを加えた． 

 

図 3.3 対象住宅群のレイアウト 
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 ここでは住宅街区形態のパラメータとして，W/H（建築高さに対する棟

間距離の比：つまりアスペクト比の逆数）を用い，エネルギー消費の視

点からみた住宅街区形態の最適解提示を試みる（図 3.3）．アスペクト比

は従前より，多くの街区スケールにおける熱環境，都市気候の解析で用

いられてきた概念であり，W/H 自体も中国において都市・建築計画上の

重要な参照指数とされてきた．近年では，住宅建築にかかわる民事訴訟

の 70％が W/H に関係するものとなっている． 

 本章においては，南向き住宅群の W/H は 0.5～2.0 の範囲（評価に際し

ての設定間隔は 0.1）とし，住宅群の向きが異なる場合の W/H は 0.9～1.5

の範囲（同じく 0.2）とした．住宅街区形態のパラメータには，住宅近

傍の樹木と住宅との位置関係も含めている（図 3.4）．ここで，住棟南面

の樹木と住棟壁面との距離は 3 m～10 m の範囲（同じく 1 m）とした．

また，10 本の樹木の配列を図 3.4 のように設定した． 

 

 

図 3.4 樹木のレイアウト 

 

 街区内の建築に近接する物体の特徴は，近接する住棟，樹木のサイズ

と光の透過性などである．街区内の住棟は，長さ・幅・寸法が一致する

ものとした．また住棟による日射透過率は 0 に設定している．住棟に近

接する樹木については，1 本の樹冠が占有する面積を 25 m2，樹高を 5 m

とした．樹種は落葉樹とし，日射透過率は夏季 0.1，冬季 0.9 に設定し

ている． 
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3.4 シミュレーション分析の結果 

3.4.1 単棟住宅における屋内電力消費量の数値シミュ

レーション 

 図 3.5 に，全 36 戸（1 棟）を対象とした通年月別用途別の計算結果を

示す．全戸における通年の合計電力消費量は 428.96 MWh であった．数値

シミュレーションの結果，通年の冷暖房用電力消費量が全電力消費量の

67.6％を占めていた．1 戸あたりの月平均値は 993.1 kWh であった． 

 

 

図 3.5 全戸（1 棟）における通年月別用途別の電力消費量計算結果 

 

 この結果は，近年の研究統計資料における上海の高所得世帯住宅団地

における電力消費量調査結果と整合的であった．詳しくは第 5 章に記載

している． 

3.4.2 街区形状と電力消費量の関係 

 近接する８つの住棟（図 3.3）との棟間距離が屋内電力消費量に与え
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る影響を，典型住棟の向き（8 方位）ごとに評価したところ，南向きが

最小の電力消費量を示した．これは一般的な知見と整合的であり，当該

地域の標準的な設計でもあるため，ここでは南向きの事例について結果

を述べる． 
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図 3.6 街区形状と屋内電力消費量の関係（点線は収斂線） 

（数値は 9 棟分） 

 

図 3.7 ３用途の合計値（点線は収斂線） 

（数値は 9 棟分） 

 

 アスペクト比の逆数が増える，つまり棟間距離が広がっていくと冷房

負荷は増大し，暖房負荷と照明負荷は減少していく（図 3.6）．これらが

複合した効果により，高層階ほど近接住棟による日影の影響を受けない，

東西の端に位置する住戸では時間帯による影響が大きい，などが考えら

れるものの，対象街区全体では W/H が 1.5 の付近で極小値を示す（図 3.7）．

既往研究 [7-9]では，建築の周辺に存在する商業ビルや樹木等の影響を考

察したのみであったが，本研究ではさらに一歩踏み込み，相似な一群の
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住宅街区における棟間距離の影響を示すことができた．高層商業ビルに

くらべ，住宅での採光需要は大きく，棟間をあまりに狭く設定すること

は本来不可能であり，住宅街区では，近接する住棟の日影効果が生じる

こと自体が一般的ではない．従前の研究 [7,8]では，近接する高層商業ビ

ルの日影効果による冷房需要の削減は 30％に及んでいたが，本研究では

これが 9.1％の削減にとどまった．W/H を 0.8 から 1.5 まで上げることに

より，通年エネルギー消費を 1.2%削減でき，W/H の感度は 0.023 となる

（表 2.2 参照）． 

 また，棟間が狭いゾーンでは冷房負荷が急激に立ち上がる．冷房負荷

をカットするため，棟間が狭いゾーンでは，室外気温が室内気温よりも

低い時間帯に限り，積極的に外気を取り入れる（換気）戦略が考えられ

る．これは棟間が広い場合にくらべ，棟間に日射が入りにくいためであ

る．早朝もしくは夜間に窓を開けて外気を取り入れるのに有利であろう

と思われる． 

 

 

図 3.8 建築の向きと街区形状の相乗効果 

（数値は 9 棟分） 

 

 次に，建築の向きが異なる場合の典型住棟における日照と日影効果を

考察すべく，通年の数値シミュレーションを行った．SE40°から SW40°
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まで，10°間隔で同様の計算を行なっている．またそれぞれの方向別に，

W/H を 0.9 から 1.5 まで 0.2 間隔で変化させた．建築の向きと街区形状

の相乗効果を示す（図 3.8）．前述のとおり，通年電力消費量はほぼ南向

きで最小となるが，W/H の効き方が建築の向きで変化している．また，

電力消費量に対する方向の影響は棟間距離の影響よりも大きいことがわ

かる．電力消費量に対する棟間距離の影響も，向きによって大きく変化

する．一般的に，ほぼ南向きのときは，W/H が 0.9 から 1.5 の範囲にお

いては，W/H が大きいほど電力消費量は小さくなる．一方，建築が東向

きや西向きに近づいていくと，W/H が大きくなれば電力消費量も大きく

なる．これらの結果は図 3.7 とも整合的である．建築が南向きに近いケ

ースでは，冬季の太陽高度の高い日中にも棟間に日射が入らないことの

影響（暖房や照明）が大きいものと考えられる．建築の向きが東向きか

西向きに近づくケースでは，夏季の太陽高度の低い朝夕にも棟間に日射

が入ることの影響（冷房）が大きいものと考えられる．よって建築の向

きにより，対策の優先順位を選ぶ必要が示唆される． 

 

 

図 3.9 樹木・住棟南側壁面間距離と住棟の 1 階部分における屋内電

力消費量の関係 

（数値は 1 棟の 1 階分） 

 

 加えて，住棟南面の樹木と壁面との距離の影響を評価した（図 3.9）．
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樹高から，樹木の日影効果が及ぶのは，住棟の 1 階部分のみである．図

3.9 の点線で示すとおり，樹木の日影効果が及ばない場合における数値

は，図に示した典型住棟の 1 階部分における通年の電力消費量 60.8 MWh

となる．さらに，住棟南面の樹木と壁面との距離が増大するにつれて屋

内電力消費量も増大しており，夏季の冷房需要に対する樹木の日影効果

は建築による日影効果（図 3.6）と類似している．一方日射の弱い冬季

には落葉するため，暖房需要に対する樹木の存在影響は小さい．通年の

電力消費量に対しては，夏季の樹木による日影効果が比較的大きい． 

 そのほか，壁面から 3 m の距離で植樹する場合の電力消費量削減効果

は約 8％であり，1 階部分の通年負荷への影響が顕著であることがわかる．

なお本研究では，樹木による日影効果のみに着目し，植物の蒸発散作用

による微気候改善効果を扱ってはいない． 

3.5 本章のまとめ 

 米国エネルギー省（US DOE）により開発されたビルエネルギー（電力）

計算ツール eQUEST を用い，上海の典型住宅街区における建築エネルギー

消費モデルを構築し，気象データ，立地条件，建築構造，人員，設備，

棟間距離，建築高さをパラメータとした空調負荷と照明負荷の数値シミ

ュレーションを行った．冷房（棟間が広いほど高負荷）と暖房・照明（棟

間が狭いほど高負荷）はアスペクト比の逆数（建築高さに対する棟間距

離 W/H）の変化に対して相反する動きを示すため，トータルの電力消費

量を最小化（約 1.5）する最適解の存在が示された．つまり，街区形状

を低炭素型化するための最適解が存在するものと考えられる．また，W/H

の効き方は建築の向きで変化するため，街区形状に応じた優先対策を考

える必要性が示唆される．ほかの向きとくらべ，南向きは上海の典型的

な住宅建築にとって最もエネルギー効率が大きい方位である．ただし，

住宅建築の日射遮蔽効果はほかの方位ほど著しくはない． 

 住棟南面の樹木と壁面との距離が増大するにつれて屋内電力消費量も

増大しており，夏季の冷房需要に対する樹木の日影効果は建築による日
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影効果と類似している．住宅近傍に適切に落葉樹木を配置するのも有効

な省エネルギー対策となる． 
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第4章 近接住棟による日影が住宅の空調需要

に与える影響の地域間比較 
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4.1 はじめに 

 気候や立地条件，特に日射量の違いにより，世界各地における建築が

日射から得る熱エネルギーの量には大きな差が生じる．日射量は住宅の

冷暖房エネルギー消費に大きな影響を持ち，地域の日射量の多様性によ

り，住宅の冷暖房エネルギー需要にも顕著な地域差が見られる． 

 

 

図 4.1 中国における太陽エネルギー資源の分布図 

 

 図 4.1 に中国の年総日射量分布を示す．その範囲は約 3300～8300 

MJ/(m2·年)であり，値によって全国を４つのゾーン（日射区）に分類す

ることができる [1]．それらは資源豊富帯，資源較富帯，資源一般帯，資

源貧乏帯であり，その定義は表 4.1 のようにまとめられる． 
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表 4.1 中国における 4 つの日射区 

名称 
区分の指標 

主要指標 補助指標 

I 資源豊富帯 年総日射量 ≥ 6700 MJ/(m2·年) 年日照時間 3200～3300 h 

II 資源較富帯 
年総日射量 5400～6700 

MJ/(m2·年) 
年日照時間 3000～3200 h 

III 資源一般帯 
年総日射量 4200～5400 

MJ/(m2·年) 
年日照時間 1400～3000 h 

IV 資源貧乏帯 
年総日射量 ＜ 4200 

MJ/(m2·年) 
年日照時間 1000～1400 h 

 

 また，建築が立地している地域の冷暖房需要により，中国を厳寒，寒

冷，温暖，暑夏寒冬，暑夏暖冬という 5 つの建築気候ゾーン [2,3]に分類

することができる（図 4.2）．それらの定義は表 4.2のようにまとめられ，

計算により，冷暖房デグリーデー（degree day）で表現することも可能

である． 

 

 

図 4.2 中国における 5 つの気候ゾーン 
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表 4.2 中国における 5 つの気候ゾーンの定義 

名称 
区分の指標 

主要指標 補助指標 

厳寒気候帯 最寒月平均気温 ≤ -10 ℃ 
日平均気温 ≤ 5 ℃ の日数 ≥ 

145 d 

寒冷気候帯 最寒月平均気温 0～10 ℃ 
日平均気温 ≤ 5 ℃ の日数 90

～145 d 

暑夏寒冬 

気候帯 

最寒月平均気温 0～10 ℃ 

最暖月平均気温 25～30 ℃ 

日平均気温 ≤ 5 ℃ の日数 0～

90 d 

日平均気温 ≥ 25 ℃ の日数 40

～110 d 

暑夏暖冬 

気候帯 

最寒月平均気温 ＞ 10 ℃ 

最暖月平均気温 25～29 ℃ 

日平均気温 ≥ 25 ℃ の日数 

100～200 d 

温暖気候帯 
最寒月平均気温 0～13 ℃ 

最暖月平均気温 18～25 ℃ 

日平均気温 ≤ 5 ℃ の日数 0～

90 d 

 

表 4.3 中国の各気候ゾーンに位置する主要な都市 

気候ゾーン 都市 

厳寒気候帯 ハルピン 

寒冷気候帯 北京 

暑夏寒冬気候帯 上海，武漢，長沙，成都，重慶 

暑夏暖冬気候帯 福州，海口 

温暖気候帯 昆明 

 

第 3 章において明らかになったのは，中国の暑夏寒冬気候帯に属する

上海の住宅街区における W/H を最も望ましい数値とした場合，近接住棟

による日影効果により，建築エネルギー消費の 1.2%を削減できるという

ことであった．住宅街区の形状を改善し，日射制御を行うことは潜在可

能性のある省エネルギー設計政策であるといえる．しかし図 4.1と図 4.2



 

69 

 

に示すように，各ゾーン，各都市の冷暖房需要は，必ずしも総日射量の

レベルと一致しているわけではない．たとえば同じ暑夏寒冬気候帯に属

している上海市と重慶市とでは年総日射量が大きく異なり，それぞれ資

源一般帯と資源貧乏帯に属している．また，ハルピンは厳寒気候帯に属

しているが，日射区は上海と同じく資源一般帯に属している．よって，

日射条件のみならず，ほかの気候・立地条件（海抜，隔海度，気温，大

気循環など）の影響により，地域や都市によって冷暖房需要も様々なも

のとなる．W/H については現状と理想が一致していない可能性もあり，

それぞれの都市における近接住棟による日射制御の強さも，冷暖房需要

や日射のレベルと整合しているということではなく，それらの相互影響

の程度はいまだ明らかとなっていない． 

中国における 5 つの気候ゾーンのうち，暑夏寒冬気候帯は冬季の暖房

需要と夏季の冷房需要が高いということで知られている．この気候帯に

おいて，最暖月である 7 月の平均気温は 25℃から 30℃であり，全球の同

緯度地域にくらべ 2℃程度高い [4]．一方，最寒月である 1 月の平均気温

は 2℃から 7℃であり，全球の同緯度地域にくらべ 9℃程度低い．また，

相対湿度は 75%から 80%の範囲にあり，95%を超えるようなケースもある．

この気候帯の東側はアジアモンスーンの影響を強く受け，このような年

較差の大きな気候が出現しており，夏季の冷房と冬季の暖房がともに必

要な地域となっている．このため，エネルギー消費の視点から住宅計画

を立てる際，夏季の対策（冷房需要削減）と冬季の対策（暖房需要削減）

が矛盾してしまう困難なケースも想定される．当該暑夏寒冬気候帯にお

けるピーク値として，夏期に 80 GW の住宅冷房需要，冬期に 200 GW の住

宅暖房需要が存在する [5]．寒冷気候帯においては家庭で使われる電力の

65％が，暑夏寒冬気候帯においては 30～55％が空調のために使われてい

る[6]． 

また，生活水準の向上により，この気候帯における 100 都市世帯あた

りの空調機器保有台数は急激に増加しており，2008 年末現在，上海 [7]

で 191.0，武漢 [8]で 140.6，長沙 [9]で 133.0，成都 [7]で 111.9，重慶 [10]で

155.1 に達している．さらに，住宅におけるエネルギー消費の 50～60％
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が空調システムの運転に費やされており，将来これが急激に増えるもの

と予想されている [11]．よって本章では，同じ暑夏寒冬気候帯に属してい

るこれら 5 大都市について，典型的な住宅街区を対象に日射制御が建築

省エネルギーへもたらす影響を考察し，最も望ましい W/H を求める．ま

た，対象地域を南北に展開し（図 4.15），ハルピン，北京，上海，福州，

海口の 5 大都市における住宅街区についても同様の検討を行う． 

4.2 本章の概要 

 第 3 章で用いられた eQUEST は，与条件および通年の気象時間値（8760

時間）をもとに，屋内の電力消費量（冷房，暖房など）の時間値を計算

するものであり，近接住棟による日影効果を高精度に計算できる．本章

では，中国の暑夏寒冬気候帯における 5 大都市（上海，武漢，長沙，成

都，重慶），および南北に展開する 5 大都市（ハルピン，北京，上海，福

州，海口）を対象（非単身世帯：全電化を仮定）として，eQUEST を用い，

近接住棟による空調用電力消費量への日影効果について数値シミュレー

ションを行う．ここでは，以下の課題に注目する． 

（1）中国の暑夏寒冬地区 5 大都市における建築デザインによる省エネル

ギーのための街区形態； 

（2）中国の北から南に至る各気候帯の 5 大都市における建築デザインに

よる省エネルギーのための街区形態； 

（3）近接物の日射遮蔽効果を考慮に入れない場合，冷房エネルギーはど

れほど過大に計算されるのか（暖房エネルギーはどれほど過小に計算さ

れるのか）； 

（4）日射遮蔽を考慮した建築エネルギーモデルにおける建築エネルギー

消費への W/H の感度分析． 

4.3 研究方法 

 第 3 章で用いられた eQUEST は，与条件および通年の気象時間値（8760
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時間）をもとに，屋内の電力消費量（冷暖房など）の時間値を計算する

ものであり，近接住棟による日影効果を高精度に計算できる．本章にお

ける研究の基本手法は第 3 章と同じであり，ソフトウェアを利用して住

宅街区の建築エネルギー消費を計算し，各住宅街区における様々な棟間

距離での冷暖房エネルギー消費を分析する． 

4.3.1 シミュレーションソフトウェア 

 eQUEST[12]は DOE-2 の更新されたプログラムである．ユーザーが入力し

て与えることのできるパラメータは，a) 建築構造（躯体，窓ガラス，屋

上などの材料や特性指数），b) 計算対象都市の典型年における気象デー

タ（通年の毎時値；気温，湿度，雲量，風向，風速等），c) 居住者の電

力消費に関する習慣（在室時間，使用電力機器，空調利用時間等）であ

る．通年の数値シミュレーションにより，時々刻々と変化する屋外の気

象条件を反映した屋内の空調負荷などを計算することができる．また，

日射遮蔽効果を計算するサブプログラムを組み入れ，周辺の建築物によ

る日影効果を計算し，冷熱負荷を求めることもできる．DOE-2 から更新

されている点は，eQUEST は操作性の強いユーザーインターフェースを提

供しており，計算速度もより速くなっているということである [13]． 

4.3.2 シミュレーション用データ 

 中国の都市では，住宅建築は主として集合住棟群の形状をなしている．

この種の住棟群はいずれの都市にもみられ，6 階建て，かつ並列の平面

形をとっている（第３章参照）．これらの住棟はほぼ南向きに建てられて

いる．南北の棟間距離は住棟群の中ではほぼ均一であり，住棟の高さを

H とすると，0.7H～1.5H の値を示す．6 階建ての場合，H は約 18 m とな

る．東西棟間距離は最低 6 m となっている． 

 以上を参考に，計算対象住宅団地の諸元・構成を第 3 章に示す設定と
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している．面積比率と 1 人あたり面積が比例していないのは，利用頻度

や在室実態が部屋によって異なるためである．また，中国建設部の資料

[13]を参考に，対象住宅の断熱構造を第 3章に示す設定とした．窓面は 3 mm

の通常ガラスとアルミフレームの組み合わせ，グレイジングによる遮蔽

係数は 0.86，窓面積は壁面の 3 割とした．さらに，空調システムは標準

的な空気熱源ヒートポンプの戸別空調（在室時のみ運転）とした．居住

者の在室スケジュールは，平日 17 時～翌 7 時，週末 15 時～翌 9 時と設

定した．中国では，電力の末端消費に関する用途別の統計資料が存在し

ていないため，この設定については第 3 章の中で，上海と武漢における

現地観測（空調機器の稼働時間帯調査）を通じ，おおむね正しいことを

確認している．また，空調機器の COP を冷房時 2.3，暖房時 1.9 と設定

した[13]．さらに，換気スケジュールを毎時 1 回，屋内照明による熱負荷

を 0.014 kWh/m2/day，屋内機器による発熱負荷を 4.3 W/m2 と設定した [13]．

なお，eQUEST では照明負荷を計算することも可能であるが，第 3 章にお

いて，上海では棟間距離に対する感度が冷房負荷や暖房負荷の 10％程度

であったため，本章では空調負荷のみを取り扱うこととした． 

 この数値シミュレーションに用いられるのは，対象都市における標準

気象値である．具体的には気温，湿度，風速，風向，日射である．ここ

に用いられた標準気象値は米国 Sandia National Laboratories において，

1971年～2003年に観測された中国全土 270地点の気象データをもとに作

成されている．標準気象値とは，1 年間の各時間において定められてお

り，実際の観測データを参照して作成される，日々の変動も含めた平均

的な 1 年を想定して作成されたデータである． 

 それぞれの対象都市における南向きに建てられた住宅街区においては，

推奨最小棟間距離が定められている．それらは日照権や防火を考慮して

定められている[14]．表 4.4 はそれぞれの都市における推奨最小棟間距離

（南北および東西）を示している．東向きおよび西向きの住宅街区は，

南向きおよび北向きの住宅街区にくらべ少数であるため，南北棟間距離

のみが空調需要に影響するものと思われる．よって本章では南向きの住

宅街区を対象として，東西棟間距離を固定し，南北棟間距離を 0.7H から
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1.9H まで 0.2H 間隔で変化させ，近接住棟による日影効果を評価した． 

 

表 4.4 新開発地域における住宅街区の推奨最小棟間距離 

都市 南北棟間距離 東西棟間距離 

上海[15] 1.2H 6 m 

武漢[16] 1.2H 6 m 

長沙[17] 1.1H 6 m 

成都[18] 1.2H 6 m 

重慶[19] 1.0H 6 m 

4.4 シミュレーション分析の結果 

4.4.1 暑夏寒冬気候帯 5 大都市の典型住宅街区におけ

る空調用電力消費量の数値シミュレーション 

 以下に，eQUEST による数値シミュレーションの結果を示す．入力され

た標準気象値の概要を図 4.3～4.6 に示す．武漢では，夏期に暑く冬期に

寒い気候が出現している（図 4.3）．海洋に近い上海では，熱慣性のため

か武漢よりも気温の年変化が遅れる特徴があり，夏期の気温も低い．長

沙は夏期が暑く，冬期はあまり寒くない．標高の高い成都は，夏期の気

温が相対的に低い．重慶は，冬期の暖かさが特徴的である．内陸側の 3

都市（長沙，成都，重慶）は，冬期にシベリア高気圧からの寒気の吹き

出しの影響を受けにくい位置に存在するものと思われる．対象の 5 大都

市は同じような緯度帯に存在するため，日射量の差異は主に天候の差異

によってもたらされるものと考えられる（図 4.4）．冷房・暖房デグリー

デイの大小関係は，このような気温の差異を反映したものとなっている

（図 4.5；図 4.6）． 

 対象都市における冷房期間は 5 月末から 10 月初めまでであり，通年の

冷房用電力消費量（1 棟 36 戸あたり）は，武漢で 300.98 MWh，成都で
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143.75 MWh と計算された（図 4.7）．一方，暖房期間は主に 10 月末から

4 月初めまでであり，通年の暖房用電力消費量（1 棟 36 戸あたり）は，

武漢で 131.27 MWh，重慶で 93.69 MWh と計算された（図 4.8）．この計算

結果における上海の数値は，近年の研究統計資料を用いた検証がなされ

ている第 3 章における結果と整合的な値となっていた．エネルギー白書

などにみる日本の都市の事例にくらべ，対象都市では冷房の比率が高い

印象を受けるが，冬期の採暖を衣類などによって行う傾向が強いこと [7]

などがその理由として考えられる． 

 次に，近接住棟（推奨最小南北棟間距離の事例）による日影効果の有

無が，冷房用および暖房用電力消費量に与える影響を評価した．この効

果を無視した場合，上海で 28.06 MWh，武漢で 29.63 MWh，長沙で 36.92 

MWh，成都で 28.17 MWh，重慶で 45.16 MWh の冷房需要過大評価となり，

日影効果による電力消費量削減率は 10～20％程度に達する（図 4.9）．ま

た，上海で 19.3 MWh， 武漢で 14.5 MWh，長沙で 1.22 MWh，成都で 1.78 

MWh，重慶で 0.86 MWh の暖房需要過小評価となり，日影効果による電力

消費量増加率は 0～20％程度に達する（図 4.10）．その結果空調用電力消

費量削減効果は，上海で 8.76 MWh，重慶で 44.30 MWh となっている（図

4.11）．このように，対象地域における近接住棟による日影効果としては，

冬期の暖房需要に対する増加効果よりも夏期の冷房需要に対する削減効

果が優っている．また，上海，武漢ではこれら２つの効果が相殺してい

るが，長沙，成都，重慶では冬期の暖房需要に対する増加効果はほぼみ

られない．なお，推奨最小南北棟間距離が長沙と重慶で小さめになって

いるが，後述する図 4.12～図 4.13 により，その影響は小さいものと考

えられる． 

 これら空調用電力消費量の差異は，気温（図 4.3）やデグリーデイ（図

4.5；図 4.6）の大小関係でおおむね説明できる．また日影効果の差異は，

基本的には太陽高度と日射量で決まるものと考えられる．対象の 5 大都

市には緯度に大きな差異がないため，太陽高度にも大きな差異はないも

のと考えられる．上海では夏期以外の日射量が相対的に多く，武漢では

これが通年で相対的に多い（図 4.4）．内陸側の 3 都市では冬期の日射量
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が少なく，その結果が冬期の暖房需要に対する増加効果の少なさとして

現れたものと考えられる．一方，夏期における長沙と重慶の日射量は大

きく異なっているものの，夏期の冷房需要に対する削減効果には大きな

差異が見られないため，日射量だけですべてを説明できるというもので

はないことが明らかとなった． 

 以上の結果より，内陸側の３都市では，冬期における負の日影効果を

考慮しなくてもよいので，夏期の対策として近接住棟による日影効果を

最大限生かすようなデザイン（推奨最小棟間距離による住宅街区設計）

を推進すればよい．一方，上海，武漢では，棟間距離を広めにデザイン

すると同時に，第 3 章にも示すとおり，住棟に隣接して落葉樹の高木を

植栽し，緑陰による日影効果を引き出すなどの考え方が有効であると考

えられる．この場合冬期には落葉するので，冬の日影効果を懸念しなく

てもよい．こうした地域間の差異は，入力された標準気象値の差異のみ

によってもたらされるので，当該地域の気候特性を考慮した住宅街区の

デザインは重要であるといえる． 

 

 

図 4.3 中国暑夏寒冬気候帯の 5 大都市における月別平均気温 
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図 4.4  中国暑夏寒冬気候帯の 5 大都市における月別日射量 

 

 

図 4.5 中国暑夏寒冬気候帯の 5 大都市における冷房デグリーデイ

（基準温度 26℃） 



 

77 

 

 

図 4.6 中国暑夏寒冬気候帯の 5 大都市における暖房デグリーデイ

（基準温度 18℃） 

 

 

図 4.7 中国暑夏寒冬気候帯の 5大都市における月別冷房用電力消費

量 

（1 棟 36 戸あたりの計算値） 



 

78 

 

 

図 4.8 中国暑夏寒冬気候帯の 5大都市における月別暖房用電力消費

量 

（1 棟 36 戸あたりの計算値） 

 

 

図 4.9 推奨最小南北棟間距離において近接住棟の日影が冷房用電

力消費量に与える影響 
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図 4.10 推奨最小南北棟間距離において近接住棟の日影が暖房用電

力消費量に与える影響 

 

 

図 4.11 近接住棟の日影による通年空調用電力消費削減量 
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4.4.2 暑夏寒冬気候帯 5 大都市の典型住宅街区におけ

る南北棟間距離と空調用電力消費量の関係 

 南北棟間距離が 0.7H から 1.9H へ増えていくにつれ，５大都市におけ

る冷房用電力消費量はいずれも増加し，上海で 1.51 MWh/0.1H，武漢で

1.99 MWh/0.1H，長沙で 1.80 MWh/0.1H，成都で 1.49 MWh/0.1H，重慶で

2.33 MWh/0.1H の増加率を示した（図 4.12）．また，暖房用電力消費量は

上海で 2.25 MWh/0.1H，武漢で 1.38 MWh/0.1H，長沙で 0.89 MWh/0.1H，

成都で 0.40 MWh/0.1H，重慶で 0.08 MWh/0.1Hの減少率を示した（図 4.13）． 

 ここで南北棟間距離による日影効果の通年影響を評価するため，空調

用電力消費量の削減率を以下のように定義する． 

空調用電力消費量削減率 = (Eg - Es) / Eg 

Eg：日影効果がない場合の通年冷房と暖房の電力消費量 

Es：日影効果がある場合の通年冷房と暖房の電力消費量 

 

 南北棟間距離の増加に伴う近接住棟の日影による空調用電力消費量通

年削減率の変化を図 4.14 に示す．結果は図 4.11 と整合的であり，南北

棟間距離が上海で 1.5H，長沙で 1.1H のときに削減率のピークを示す．

また表 4.4 より上海（南北棟間距離を 1.5H に広げるべき）以外では，推

奨最小棟間距離でデザインされた住宅街区において，最も高い削減率が

期待できることが裏づけられた．さらに長沙では，現状の推奨最小棟間

距離が空調用電力消費量削減の視点からも好ましい数値であることが明

らかになった． 
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図 4.12 南北棟間距離の増加に伴う冷房用電力需要の変化 

 

 

図 4.13 南北棟間距離の増加に伴う暖房用電力需要の変化 
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図 4.14 南北棟間距離の増加に伴う近接住棟の日影による空調用電

力消費量通年削減率の変化 

また，W/H が 0.7～1.9 の範囲においては，街区設計・近接物日射遮蔽

による省エネルギー効果から見ると，上海市の最適 W/H は 1.5，武漢市・

長沙市では 1.1 に対し，成都市・重慶市では 0.7 となる．政府の推奨す

る W/H には長沙市だけが一致している．その他の都市では，日射遮蔽の

視点から W/H を見直すことも考えられる．（表 4.5） 

表 4.5 推奨 W/H と最適日射遮蔽効果をもたらす W/H 

都市 推奨 W/H (N-S) 最適 W/H (N-S) 

上海市 1.2H 1.5H 

武漢市 1.2H 1.1H 

長沙市 1.1H 1.1H 

成都市 1.2H 0.7H 

重慶市 1.0H 0.7H 

 

4.4.3 南北軸に沿った比較 

 4.4.1 と 4.4.2 においては，中国の暑夏寒冬気候帯における 5 大都市

を対象として数値シミュレーションを行った．しかし，計算の入力条件

となる気候値の多様性が大きくないため，計算モデルの出力に対する解
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釈が困難であった．その観点から対象地域を南北（ハルピン，北京，上

海，福州，海口）に展開し（図 4.15），気候値の差異が計算結果にもた

らす影響と当該モデルの出力に対する本質的な解釈について考察した．

詳細な計算条件の設定は前段の上海とほぼ同じであるが，上海に適用さ

れる設計基準が，気候条件の大きく異なるこれらの 4 都市で実際に適用

されているわけではない（図 4.16；図 4.17；図 4.18）． 

 以下に，eQUEST による数値シミュレーションの結果を示す．通年の冷

房用電力消費量は，ハルピンで 50 MWh 強，海口で 570 MWh 程度と計算さ

れた（図 4.19）．一方，通年の暖房用電力消費量は，ハルピンで 620 MWh

程度，海口で 0 MWh と計算された（図 4.20）． 

 次に，近接住棟（南北棟間距離 1.0H の事例）による日影効果の有無が，

冷房用および暖房用電力消費量に与える影響を評価した．この効果を無

視した場合，ハルピンで約 15 MWh，北京で約 25 MWh，上海で約 25 MWh，

福州で約 45 MWh，海口で約 80 MWh の冷房需要過大評価となる（図 4.19）．

また，ハルピンで約 60 MWh， 北京で約 60 MWh，上海で約 30 MWh，福州

で約 5 MWh，海口で 0 MWh の暖房需要過小評価となる（図 4.20）．その結

果空調用電力消費量削減効果は，ハルピンで-45 MWh 程度（増加），海口

で 80 MWh 程度となっている（図 4.21）．このように，上海以北では，夏

期と冬期とで日影の効果が逆向きに現れるものの，量的には北京以北で

冬期の暖房需要に対する増加効果が勝っている．一方，上海ではこれら

２つの効果がほぼ相殺しているが，福州，海口では冬期の暖房需要に対

する増加効果はほぼみられない． 

 以上の結果より，福州以南の都市では，冬期における負の日影効果を

考慮しなくてもよいので，夏期の対策として近接住棟による日影効果を

最大限生かすようなデザイン（推奨最小棟間距離による住宅街区設計）

を推進すればよい．一方，北京以北の都市では，棟間距離を広めにデザ

インすると同時に，住棟に隣接して落葉樹の高木を植栽し，緑陰による

日影効果を引き出すなどの考え方が有効であると考えられる． 

 南北棟間距離が 0.7H から 1.7H へ増えていくにつれ，5 大都市におけ

る冷房用電力消費量はいずれも増加し，ハルピンで 1.01 MWh/0.1H，北
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京で 1.87 MWh/0.1H，上海で 1.71 MWh/0.1H，福州で 3.47 MWh/0.1H，海

口で 5.49 MWh/0.1H の増加率を示した（図 4.22）．気温が高く日射量の

多い南方の都市で，南北棟間距離に対してより敏感な変化を示している．

また，暖房用電力消費量はハルピンで 5.09 MWh/0.1H，北京で 5.94 

MWh/0.1H，上海で 3.82 MWh/0.1H，福州で 1.38 MWh/0.1H の減少率を示

した（図 4.23）．暖房需要の大きい北方の都市で南北棟間距離に対して

より敏感な変化を示しているが，日射量そのものの多さも関係するとす

れば，北京がハルピンを上回る可能性も理解できる（図 4.24）．南北棟

間距離の増加に伴う近接住棟の日影による空調用電力消費量通年削減率

の変化を図 4.25 に示す．結果は図 4.21 と整合的であり，南北棟間距離

が福州，海口で 0.9H のときに削減率のピークを示す．また，上海以北で

はここに増加率のピークがある．これらには，棟間が狭くなることによ

る保温効果が効いている可能性もある．さらに上海では，1.3H を境に増

加から削減に転じている． 

 

 

図 4.15 南北軸に沿った比較のための対象都市 
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図 4.16 南北軸に沿った 5 大都市における月別平均気温 

 

図 4.17 南北軸に沿った 5 大都市における冷房デグリーデイ（基準

温度 26℃）  

 

図 4.18 南北軸に沿った 5 大都市における暖房デグリーデイ（基準
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温度 18℃） 

 

 

図 4.19 南北棟間距離 1.0H における近接住棟の日影が冷房用電力消

費量に与える影響 

 

 

図 4.20 南北棟間距離 1.0H における近接住棟の日影が暖房用電力消

費量に与える影響 
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図 4.21 近接住棟の日影による通年空調用電力消費量 

 

 

図 4.22 南北棟間距離の増加に伴う冷房用電力需要の変化 

 

 

図 4.23 南北棟間距離の増加に伴う暖房用電力需要の変化 
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図 4.24 ハルピンおよび北京における月別日射量 

 

 

図 4.25 南北棟間距離の増加に伴う近接住棟の日影による 

空調用電力消費量通年削減率の変化 

4.5 感度分析 

 上記のシミュレーション結果をもとに，W/H のエネルギー消費への感

度分析をおこなった（表 4.6）． 
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表 4.6 各都市における W/H のエネルギー消費への感度分析 

都市 感度（入力に対する出力の比：%/%） 

ハルピン -0.09 

北京 -0.10 

上海 0.03 

武漢 0.03 

長沙 0.07 

重慶 0.11 

成都 0.09 

福州 0.18 

海口 0.19 

 北京（寒冷気候帯），ハルピン（厳寒気候帯)，福州・海口（暑夏暖冬

気候帯）における W/H の感度が大きい．一方，暑夏寒冬気候帯の上海，

武漢，長沙では W/H の感度はより小さい．その他，重慶市における感度

が大きい．感度の大きい都市では，気候条件により冷房あるいは暖房需

要が大きくなっている．このような都市では，街区における日射遮蔽効

果を利用して省エネルギーをはかることに力を入れるべきである． 

4.6 本章のまとめ 

 (1)中国の暑夏寒冬気候帯における 5 大都市（上海，武漢，長沙，成都，

重慶）を対象（非単身世帯：全電化を仮定）として，近接住棟による空

調用電力消費量への日影効果について数値シミュレーションを行った結

果，以下の知見が導き出された． 

 対象地域においては推奨最小南北棟間距離の場合，日影効果による冷

房用電力消費量削減率は 10～20％程度，暖房用電力消費量増加率は 0～
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20％程度に達し，対象地域における近接住棟による日影効果としては，

冬期の暖房需要に対する増加効果よりも夏期の冷房需要に対する削減効

果が優っている． 

 上海，武漢ではこれら 2 つの効果が相殺しているが，長沙，成都，重

慶では冬期の暖房需要に対する増加効果はほぼみられない． 

 空調用電力消費量の差異は，気温やデグリーデイの大小関係でおおむ

ね説明できるものと考えられ，日影効果の差異は，基本的には太陽高度

（対象の 5 大都市間で大きな差異はない）と日射量で決まるものと考え

られる．内陸側の 3 都市（長沙，成都，重慶）では冬期の日射量が少な

く，その結果が冬期の暖房需要に対する増加効果の少なさとして現れた

ものと考えられる．一方，夏期における長沙と重慶の日射量は大きく異

なっているものの，夏期の冷房需要に対する削減効果には大きな差異が

見られなかった． 

 内陸側の 3 都市では，近接住棟による日影効果を最大限生かすような

デザイン（推奨最小棟間距離による住宅街区設計）を推進すればよい． 

 上海，武漢では棟間距離を広めにデザインすると同時に，住棟に隣接

して落葉樹の高木を植栽し，緑陰による日影効果を引き出すなどの考え

方が有効である． 

 上海以外では，推奨最小棟間距離でデザインされた住宅街区において，

最も高い削減率が期待できる． 

 長沙では，現状の推奨最小棟間距離が空調用電力消費量削減の視点か

らも好ましい数値である． 

 (2)対象地域を南北（ハルピン，北京，上海，福州，海口）に展開し，

eQUEST を用いた空調用電力消費量数値シミュレーションを行った．そこ

では，気候値の差異が計算結果にもたらす影響と当該モデルの出力に対

する本質的な解釈について考察した． 

 上海以北では，夏期と冬期とで日影の効果が逆向きに現れるものの，

量的には北京以北で冬期の暖房需要に対する増加効果が勝っている．一

方，上海ではこれら２つの効果がほぼ相殺しているが，福州，海口では

冬期の暖房需要に対する増加効果はほぼみられない． 
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 福州以南の都市では，冬期における負の日影効果を考慮しなくてもよ

いので，夏期の対策として近接住棟による日影効果を最大限生かすよう

なデザイン（推奨最小棟間距離による住宅街区設計）を推進すればよい．

一方，北京以北の都市では，棟間距離を広めにデザインすると同時に，

住棟に隣接して落葉樹の高木を植栽し，緑陰による日影効果を引き出す

などの考え方が有効であると考えられる． 

 気温が高く日射量の多い南方の都市で，南北棟間距離に対してより敏

感な変化を示している．また，暖房需要の大きい北方の都市で南北棟間

距離に対してより敏感な変化を示しているが，日射量そのものの多さも

関係するとすれば，北京がハルピンを上回る可能性も理解できる． 

 北京（寒冷気候帯），ハルピン（厳寒気候帯)，福州・海口（暑夏暖冬

気候帯）における W/H の感度が大きい．一方，暑夏寒冬気候帯の上海，

武漢，長沙では W/H の感度はより小さい．感度の大きい都市では，街区

における日射遮蔽効果を利用して省エネルギーをはかることに力を入れ

るべきである． 
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第5章 上海と武漢における住宅空調エネルギ

ー消費実態調査による検証 
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5.1 本章の概要 

 中国の都市における標準的な住宅地の潜在的省エネルギー可能性につ

いて，近接住棟の日射遮蔽に注目し，シミュレーションモデルによる計

算結果にもとづいて現実的な省エネルギー方策を提示するため，2010年

の冬季と夏季に現地観測を行った．ここでは，上海市と武漢市における

それぞれ10の住宅街区（上海の2335戸および武漢の2183戸）を対象とし，

通年と毎月の電力使用量を調査した．また，当該住宅街区における建築

のエネルギー消費量を分析し，第3，4章における結果の検証を行った． 

5.2 研究方法 

 調査対象とした住宅街区には次のような共通の特徴がある． 

（1）非単身世帯，中層建築，6～7階である． 

（2）各住宅街区の住戸数は35～70戸程度である． 

（3）住宅街区の平面形状は，同一形状の建築が平行・対称に配置されて

いる（図3.3）． 

（4）調査対象の住宅街区の質は中等であり，住民の経済水準も中国の都

市住民における中等である． 

5.2.1 住民の電力使用量および空調電力使用量の統計 

 電力使用量のデータについては，住宅における端末の電力使用量を取

りまとめて集計したものを，住民組織の協力のもと，関連の不動産部門

により提供していただいた．ここには，年間および毎月の値が記録され

ている．これらの住宅では空調のほか，照明，炊事，冷蔵庫，電子レン

ジ，テレビ，洗濯機，湯沸かし器などに電力が使われている．一般に特

定の建築や居室における電力消費量の研究では，端末の機器における電

流をモニタリングする手法が用いられている [1-3]．しかし本研究で対象と
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した住宅街区は規模が大きく，サンプル数も多くなるため，この手法を

適用するにはコスト的な困難が伴う．調査対象の住宅街区における空調

電力消費量の推計にあたり，本研究では以下のようなデータ処理を行っ

ている．夏季/冬季における空調用エネルギー消費の調査分析手法[4]によ

れば，ユーザーが冷房/暖房に用いるエネルギーを総エネルギー消費量か

ら分離する計算手法は以下のようなものである． 

  

Ea —空調使用期間における空調電力消費量，kWh 

Et —空調使用期間における総電力消費量，kWh 

n —空調使用日数（92dとした），d 

Eb —春季および秋季における日平均電力消費量，kWh/d 

Ef —空調使用期間における扇風機/電気ストーブでの電力消費量，kWh 

 ここで，空調機器の所持数が2台を超える場合，扇風機/電気ストーブ

が電力消費量に与える影響は無視できるものとしている．調査対象地域

における97%以上の住戸は2台以上の空調機器を所有しているため，本研

究での計算式は以下のように簡略化される． 

 

Ea —空調使用期間における空調電力消費量，kWh 

Et —空調使用期間における総電力消費量，kWh 

n—空調使用日数（92dとした），d 

Eb—春季および秋季における日平均電力消費量，kWh/d 

5.2.2 住宅街区設計が空調エネルギー消費に与える影

響 

 調査対象住宅街区における典型的な建築の規模，配置，戸別平均面積，

実際の入居状況，外壁の保温条件，窓・壁の面積比，W/H，周囲の植生タ

a t b fE E nE E  

a t bE E nE 
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イプについて，観察や測量をベースに調査を行った．このうち，実際の

入居状況，戸別平均面積，外壁の保温条件については，住民を対象にイ

ンタビューを行っている．調査対象住宅街区の総数が少なく（両都市で

それぞれ10），サンプル数も小さいため，関連の統計データとも対照し，

住宅街区の構成と空調電力消費量との関係を分析する． 

5.2.3 居住者行動の空調エネルギー消費への影響 

 両都市における全調査対象住宅街区のうち，今回の調査対象を大学教

師の住宅各 300 戸とした．観測に使用した機器は，携帯型赤外線サーモ

ビューワーおよびアメニティーメーターAM-101 である．後者は，インタ

ーバル 10 分で気温，湿度，平均放射温度，風速，体感温熱指標の測定に

用いられる． 

 現地での調査項目は，空調利用開始時の室内気温，空調利用台数，カ

ーテンなどによる日射遮蔽実施状況などである．eQUESTおよび第3，4章

で構築・使用した住宅エネルギー消費シミュレーションの設定条件を利

用し，住民が設定した室内温度や，異なる室内日射遮蔽条件での空調エ

ネルギー消費量を計算することで，建築省エネルギー面での住民行動の

潜在的可能性を分析する． 

5.3 統計分析の結果 

5.3.1 住民の電力使用総量と空調電力使用量 

 調査対象住宅街区は中国における中産階級が居住しており，居住者の

収入も都市居住者の中等レベルである．一つの住棟には36～70戸が入居

しており，上海で2335戸，武漢で2183戸を調査した． 

 上海の調査対象住宅街区における年平均電力消費量は2125kWh/戸であ

った．そのうち，77.8%の住戸が1500～2500kWhの範囲にあった．1500kWh

以下は12.9%であり，2500kWh以上は9.3%を占めた． 
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 武漢の調査対象住宅街区における年平均電力消費量は2508kWh/戸であ

った．そのうち，81.2%の住戸が2000～3000kWhの範囲にあった．2000kWh

以下は10.4%であり，3000kWh以上は8.4%を占めた． 

 中国の夏暑冬寒地区における都市住宅の冷暖房は主に電気でまかなわ

れている．冷房には主に空調と扇風機が用いられ，暖房には主に電気ス

トーブと空調が用いられる．上海と武漢の住宅街区における冷暖房設備

の所有状況を表5.1に示す．冷暖房設備は主に居間，寝室，勉強部屋に分

散し，空調の種類は家庭用分離型空調が多い． 

 

表5.1 調査対象住宅の冷暖房設備所有状況 

戸別平均設

備所有状況 

空調 扇風機 電気ストーブ 

上海 2.83 0.12 0.09 

武漢 2.95 0.17 0.18 

 

 上海市の住宅１戸あたり冷房電力消費量は865.08kWh/年，暖房電力消

費量は420.63kWh/年であり，空調電力消費量は年間総電力消費量の60.5%

を占めている．武漢市の住宅１戸あたり冷房電力消費量は1182.54kWh/

年，暖房電力消費量は503.97kWh/年であり，年間総電力消費の67.2%を占

めている．以上の結果を月別に図5.1,2に示した．上海・武漢の電力使用

量は夏季と冬季にピークが現れ，その主な原因は空調である．両市とも

冷房電力使用量のピークが出現するのは7月であり，暖房電力使用量のピ

ークは1月となっている． 

 



 

99 

 

 

図5.1 上海・武漢の月別戸別冷房電力使用量平均値 

 

 

図5.2 上海・武漢の月別戸別暖房電力使用量平均値 

 

 以上の図を図4.7,8と比較すると以下の知見が得られる．第4章のシミ

ュレーションで得られた上海・武漢両市における住宅の空調電力使用量

の変化傾向は，今回の実地調査で得られたものに類似していた．よって

第3，4章で用いられたエネルギー消費シミュレーションは，研究対象都

市における住宅の空調エネルギー消費の年変化を再現できることが検証

された． 
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5.3.2 住宅街区設計と空調エネルギー消費との関係 

 調査対象住宅街区の基本属性は，非単身世帯，中層建築（6階）であり，

住棟を平行に配置し，前後の位置をそろえるレイアウトである（図3.3）．

上海市と武漢市におけるそれぞれ10の住宅街区の観察，測量と住民イン

タビューを通じ，典型街区の設計関連情報は表5.2のようにまとめられる． 

 

表5.2 調査対象住宅街区の外皮構造と設計の基本状況 

都

市 

団

地

記

号 

棟

数 

住宅

入居

率/% 

戸別

平均

面積

/m2 

窓/

壁面

積比 

ガラス

の種類 

断熱

形式 
W/H 

住宅周

辺の植

生 

通年の

戸別平

均空調

消費電

力/kWh 

上

海 

S1 10 95 85.1 0.31 二重 外断熱 1.1 芝生+高木 
1070 

S2 15 98 82.5 0.31 二重 内断熱 1 芝生+高木 1106 

S3 5 95 87.2 0.32 二重 外断熱 1.1 芝生+灌木 1119 

S4 7 98 90.4 0.31 二重 外断熱 0.9 芝生+高木 1238 

S5 6 85 88.4 0.35 二重 外断熱 0.8 芝生+高木 1304 

S6 12 92 81.3 0.25 二重 内断熱 0.9 芝生+高木 1307 

S7 4 92 76.1 0.23 普通単層 なし 0.9 芝生+灌木 1425 

S8 8 89 79.7 0.24 普通単層 内断熱 1 芝生+高木 1238 

S9 10 81 76.7 0.24 普通単層 なし 0.9 芝生+高木 1409 

S10 8 92 80 0.25 普通単層 外断熱 0.9 芝生 1295 

武

漢 

W1 4 85 86.4 0.32 二重 外断熱 1 芝生+高木 1536 

W2 20 90 83.1 0.31 二重 外断熱 0.9 芝生+灌木 1544 

W3 12 94 90.1 0.31 二重 外断熱 1.1 芝生+灌木 1535 

W4 9 88 91.5 0.32 二重 外断熱 0.9 芝生+灌木 1651 
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W5 10 82 88.2 0.28 二重 外断熱 0.8 芝生+灌木 1648 

W6 5 80 76.4 0.25 二重 内断熱 0.9 芝生+灌木 1627 

W7 7 93 77.9 0.22 普通単層 内断熱 0.7 芝生+灌木 1793 

W8 8 85 80.2 0.25 普通単層 外断熱 1 芝生+高木 1746 

W9 10 81 77.6 0.24 普通単層 外断熱 0.9 芝生+高木 1748 

W10 8 89 93.2 0.25 二重 外断熱 0.9 芝生+高木 1667 

 

 上海市の調査対象住宅街区におけるW/Hは0.9～1.1，武漢市では0.7～

1.1であった．住宅周辺の植生には芝生，灌木，高木が使われ，住戸の面

積は76～94 m2，窓の壁に対する割合は0.23～0.35，外窓のガラスは普通

単層と二重の2種類，外壁の断熱形式は内断熱，外断熱，断熱なしの3種

類であった．また，通年の空調消費電力は，棟間距離が大きくなればな

るほど少なくなっている．さらに，「芝生+高木」の植栽は，空調エネル

ギー消費削減効果において「芝生+灌木」の植栽よりも優れている．棟間

距離，周辺植栽が同じという条件下では，空調エネルギー消費の差は，

窓ガラスによる太陽エネルギーの吸収や外壁の断熱性能に由来する． 

 各調査対象住宅街区における戸別平均通年空調電力消費量について，

上海市の結果は，第4章のシミュレーションとほぼ同じ傾向を示していた． 

(1)W/Hが0.7～1.1である場合，棟間距離が小さくなるほど，近接住棟に

よる日射遮蔽効果が暖房エネルギー消費を増加させる． 

(2)W/Hが0.7～1.1である場合，棟間距離が大きくなるほど，日射の導入

効果が暖房エネルギー消費を削減する． 

(3)住棟周辺の高木は，冷房エネルギー消費削減に意義がある． 

以上は，第3，4章で用いたモデルが，上海における街区設計の空調エ

ネルギー消費への影響分析には適切であることを示している． 

 武漢市の結果においては，街区設計による通年空調エネルギー消費へ

の影響があまり顕著ではない．これは，第4章のシミュレーション結果と

大きく乖離している．その原因として，武漢市のシミュレーションにお

いては，近接住棟の日射遮蔽効果がある程度過大評価されている可能性
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がある．その原因を次節で分析する． 

5.3.3 居住者行動の空調エネルギー消費への影響 

 上海と武漢における住民の一般的な空調習慣を調査し，モデルによる

計算結果をもとに現実的な省エネルギー方策を提示するため，2010 年の

冬季と夏季において，数日間の現地観測を行った（表 5.3）．調査対象は，

両都市における大学の教工生活区各 300 戸とした．使用機器は携帯型赤

外線サーモビューワーおよびアメニティーメーターAM-101 である（図

5.3）．後者はインターバル 10 分で気温，湿度，平均放射温度，風速，体

感温熱指標の測定に用いた． 

 

表 5.3 住宅街区における実地調査の概要 

都市 上海 武漢 

冬季調査 2010年2月23-27日 2010年3月1-7日 

夏季調査 2010年7月18-22日 2010年7月23-29日 

調査対象街区 華東師範大学 

教工生活区 

華中科技大学 

教工生活区 

観測機材 携帯型赤外線サーモビューワー 

（NEC Thermo Shot F30） 

 アメニティーメーターAM-101 

（京都電子工業製） 
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図 5.3 赤外線サーモビューワーによる空調使用率調査事例 

 

 また現地での調査項目は，実際の入居状況，空調利用開始時の室内気

温，空調利用台数，カーテンなどによる日射遮蔽実施状況などである．

中国では，電力の末端消費に関する用途別の統計資料が存在していない．

よって，単に設計基準の値を使うのではなく，実際に最も寒い時期と最

も暑い時期に 1 週間程度，実際の住宅街区において，数値シミュレーシ

ョンのためのパラメータ取得を行うことが必要である．このパラメータ

には，現地における空調やカーテン利用の習慣などが反映されるものと

思われる（表 5.4）． 
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表 5.4 住宅街区における調査結果の概要 
 

 上海 武漢 

入居戸数 273 戸 292 戸 

空調機器導入数 526 台 809 台 

１戸あたり空調機器導入数 1.93 台/戸 2.77 台/戸 

冬

季 

空調利用開始室内気温 11.7℃ 12.4℃ 

空調利用率 10.1％ 8.5％ 

夏

季 

空調利用開始室内気温 30.2℃ 31.5℃ 

空調利用率 35.7％ 60.8％ 

夏季日中にカーテンを 

閉めていた戸数 

124 戸 253 戸 

夏季日中にカーテンを 

閉めていた割合 

45.4％ 86.7％ 

 

 ここで，eQUEST の設定しているパラメータ・シナリオにおいて現在仮

定されている 18℃の暖房開始気温を，現実的に可能と思われる 12℃に変

更した場合，eQUEST の計算では上海で 349.1 Mwh→107.7 Mwh（69.1％削

減，図 5.4），武漢で 396.6 Mwh→146.7 Mwh（63.0％削減）の省エネルギ

ー効果が見込まれる．また，夏季日中の不在時間帯にカーテンなどによ

る日射遮蔽を行った場合，eQUEST の計算では上海で 470.8 Mwh→404.5 

Mwh（14.1％削減），武漢で 671.0 Mwh→582.4 Mwh（13.2％削減）の省エ

ネルギー効果が見込まれる（図 5.5）．上海での実施率が低かったため，

今後推進すべき省エネルギー方策として有効と思われる．なお，モデル

計算の設定条件は第 3 章と同じである． 
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図 5.4 暖房開始時室内気温と暖房用電力消費量の関係 

 

 

図 5.5 カーテンによる室内日射遮蔽と冷房用電力消費量の関係 

 

 中国では現在，18℃の暖房開始気温と 26℃の冷房開始気温が標準設計

仕様となっている [1]．今回の調査では，夏季においてこれは実態に近い

数値であると思われたが，冬季については最低でも 6℃以上低い気温が

暖房開始気温となっていた．実際両都市の住民は衣類などによって採暖

を行っているようである．また，観測期間中両都市における室内気温は

似たような数値となっていたが，上海の住民は相対的に暖房を重視し，

武漢の住民は冷房を重視しているようであった．さらに，夏季における

武漢の住民の日射遮蔽実施率は，上海よりもかなり高い数値を示してい

た． 

 武漢の住民は，夏季にカーテンで日射遮蔽することが多い．これによ
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り室内に進入する日射を削減し，空調電力消費量も節約できる．これは

また，近接住棟による日射遮蔽効果が空調電力消費量を削減する効果を

見えにくいものにしている可能性もある．よって，武漢における現地調

査結果とシミュレーション結果に大きな乖離が見られたことを合理的に

説明できる． 

 

5.4 本章のまとめ 

 上海市と武漢市におけるそれぞれ 10 の住宅街区を対象に現地調査を

行い，観察，測定，インタビューを通じて，住民の電力使用量，建築外

皮材料，街区のレイアウト，住民行動に関する基本情報を得た．また，

調査データを統計分析し，数値シミュレーションの結果との比較を行っ

た． 

 その結果と知見は下記のようにまとめられる． 

 (1)第 4 章のシミュレーションで得られた上海・武漢両市における住宅

の空調電力使用量の変化傾向は，今回の実地調査で得られたものに類似

していた．よって第 3，4 章で用いられたエネルギー消費シミュレーショ

ンは，研究対象都市における住宅の空調エネルギー消費の年変化を再現

できることが検証された． 

 （2）各調査対象住宅街区における戸別平均通年空調電力消費量につい

て，上海市の結果は，第4章のシミュレーションとほぼ同じ傾向を示して

いた．W/Hが0.7～1.1である場合，棟間距離が小さくなるほど，近接住棟

による日射遮蔽効果が暖房エネルギー消費を増加させる．またW/Hが0.7

～1.1である場合，棟間距離が大きくなるほど，日射の導入効果が暖房エ

ネルギー消費を削減する．さらに住棟周辺の高木は，冷房エネルギー消

費削減に意義がある．以上は，第3，4章で用いたモデルが，上海におけ

る街区設計の空調エネルギー消費への影響分析には適切であることを示

している． 

 （3）武漢市の結果においては，街区設計による通年空調エネルギー消
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費への影響があまり顕著ではない．これは，第 4 章のシミュレーション

結果と大きく乖離している．現地調査を通じ，武漢の住民は夏季にカー

テンで日射遮蔽することが多いことを発見した．これにより室内に進入

する日射を削減し，空調電力消費量も節約できる．これはまた，近接住

棟による日射遮蔽効果が空調電力消費量を削減する効果を見えにくいも

のにしている可能性もある．よって，武漢における現地調査結果とシミ

ュレーション結果に大きな乖離が見られたことを合理的に説明できる． 
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第6章 結論 
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6.1 結論 

 本論文は，環境省環境研究総合推進費E-0806「低炭素型都市づくり施

策の効果とその評価に関する研究」（代表・井村秀文）において，低炭

素型都市づくりの一つの方向として，近接住棟による日影が住宅の空調

需要に与える影響を対象に研究を行った成果である．主な結論と貢献は

以下のとおりである．eQUESTに日射遮蔽効果サブプログラムを取り入れ，

住宅建築エネルギー（特に空調用電力消費）と近接住棟による日射遮蔽

効果を分析できるオリジナルなモデルを構築した．このモデルを用い，

いくつかの知見を導いた． 

 1）上海地区における住宅街区をモデルとして，空調負荷と照明負荷の

数値シミュレーションを行った．冷房（棟間が広いほど高負荷）と暖房・

照明（棟間が狭いほど高負荷）はアスペクト比の逆数（建築高さに対す

る棟間距離W/H）の変化に対して相反する動きを示すため，トータルの電

力消費量を最小化（約1.5）する最適解の存在が示された．つまり，街区

を低炭素型化するための街区形状の最適解が存在するものと考えられる． 

 2)住棟南面の樹木と壁面との距離が増大するにつれて屋内電力消費量

も増大しており，夏季の冷房需要に対する樹木の日影効果は建築による

日影効果と類似している．住宅付近に適切に落葉樹木を配置することも

省エネルギー対策となる． 

 3)ほかの方位にくらべ，南向きは上海の典型的な住宅建築にとって最

もエネルギー効率が高い方位である．ただし，住宅建築に対する日射遮

蔽効果はほかの方位ほど著しくはない． 

 4）中国の暑夏寒冬気候帯における5大都市（上海，武漢，長沙，成都，

重慶）を対象として，近接住棟による空調用電力消費量への日影効果に

ついて数値シミュレーションを行った．対象地域においては推奨最小南

北棟間距離の場合，日影効果による冷房用電力消費量削減率は10～20％

程度，暖房用電力消費量増加率は0～20％程度に達し，対象地域における

近接住棟による日影効果としては，冬期の暖房需要に対する増加効果よ
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りも夏期の冷房需要に対する削減効果が優っている．上海，武漢ではこ

れら2つの効果が相殺しているが，長沙，成都，重慶では冬期の暖房需要

に対する増加効果はほぼみられない． 

 5)暑夏寒冬気候帯の都市の事例においては，街区近接物の日射遮蔽効

果による省エネルギーの視点からは，現在の推奨最小南北棟間距離（上

海，武漢，長沙，重慶，成都）は最適距離とは異なっている． 

 6)中国の北から南へ展開する5大都市（ハルピン，北京，上海，福州，

海口）を対象（非単身世帯：全電化を仮定）とし，近接住棟による空調

用電力消費量への日影効果について数値シミュレーションを行った．上

海以北では，夏期と冬期とで日影の効果が逆向きに現れるものの，量的

には北京以北で冬期の暖房需要に対する増加効果が勝っている．一方，

上海ではこれら２つの効果がほぼ相殺しているが，福州，海口では冬期

の暖房需要に対する増加効果はほぼみられない．気温が高く日射量の多

い南方の都市で，南北棟間距離に対してより敏感な変化を示している．

また，暖房需要の大きい北方の都市で南北棟間距離に対してより敏感な

変化を示しているが，日射量そのものの多さも関係するとすれば，北京

がハルピンを上回る可能性も理解できる． 

7)暑夏寒冬気候帯の都市の事例にくらべ，厳寒気候帯と寒冷気候帯に

おいては，街区レイアウトのパラメータW/Hの建築エネルギー消費シミュ

レーションにおける感度が大きい． 

 8)上海市と武漢市において，それぞれ10の住宅団地を対象に現地調査

を行った．観測とインタビューを実施し，以下の知見を得た．本研究で

用いられたエネルギー消費シミュレーション分析モデルは，研究対象都

市における住宅の空調エネルギー使用量について，通年における毎月の

変更傾向を分析するには適切なものである．また本モデルは，上海市の

対象地域における街区構造の空調エネルギー消費への影響を分析するに

も適当なものである．一方，武漢市の対象地域における街区構造と空調

エネルギー消費の関係を分析する上では，住民がカーテンで日射を遮断

する生活習慣を持つことを考慮しなければならない． 

 



 

111 

 

6.2 今後の課題 

 街区スケールの計画設計を通じて住宅のエネルギー消費を改善し，低

炭素型都市を実現するための研究は近年広く注目されている．本論文に

おいては，住宅建築のエネルギー消費原理と分析方法を提示し，住宅街

区における近接住棟および樹木による日影が住宅のエネルギー消費に与

える影響，近接住棟による日影が住宅の空調需要に与える影響の地域間

比較のほか，上海と武漢における住宅空調エネルギー消費実態調査によ

る検証などを行った．それらを踏まえ，次なる研究課題として以下を提

示したい： 

 1）樹木による屋外微気候の改善効果とあわせ，屋外微気候分析と屋内

温熱環境・エネルギー消費分析を結合し，住宅街区における樹木による

空調エネルギー消費への影響を分析する． 

 2）住宅街区における住棟の風系への影響をも視野に入れ，近接住棟・

樹木による屋内温熱環境，空調エネルギー消費への影響を分析する． 

 3）居住者の生活習慣を多面的に考慮し，街区スケールにおける住宅建

築エネルギー消費の分析モデルを改善する． 
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